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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 2019年5月 2020年5月 2021年5月 2022年5月

売上高 (千円) 5,420,018 5,280,306 － －

経常利益 (千円) 90,996 271,851 － －

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 28,913 31,570 － －

包括利益 (千円) 24,659 21,397 － －

純資産額 (千円) 182,392 － － －

総資産額 (千円) 4,619,342 － － －

1株当たり純資産額 (円) 91.20 － － －

1株当たり当期純利益 (円) 14.46 15.75 － －

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(円) － － － －

自己資本比率 (％) 3.9 － － －

自己資本利益率 (％) 16.9 － － －

株価収益率 (倍) － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 342,095 88,920 － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △311,293 136,697 － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △22,590 42,227 － －

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 613,958 880,950 － －

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名)
199 － － －

〔62〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕
 

(注) 1.第73期における潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。第74期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

2.第73期及び第74期の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

3.第73期及び第74期の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和51年大蔵省令第28号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任

監査法人トーマツにより監査を受けております。

4.連結子会社でありました室町（上海）商貿有限公司につきましては、2019年11月末に清算しており、第74期に

おいては連結貸借対照表を作成していないため、第74期の純資産額・総資産額・1株当たり純資産額・自己資

本比率・自己資本利益率及び従業員数を記載しておりません。また、現金及び現金同等物の期末残高は、個別

財務諸表ベースの数値を記載しております。

5.2020年10月15日付で普通株式1株につき5株の割合で株式分割を行っております。第73期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

6.従業員数は就業人員数であり、従業員数の〔 〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員数（1日7時間45分換算）

を外書きしております。なお、臨時従業員は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除い

ております。

7.第75期より連結財務諸表を作成しておりませんので、第75期以降の連結会計年度に係る主要な経営指標等の推

移については記載しておりません。

EDINET提出書類

室町ケミカル株式会社(E36350)

有価証券報告書

 2/80



 

(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 2018年5月 2019年5月 2020年5月 2021年5月 2022年5月

売上高 (千円) 4,536,959 5,392,119 5,280,306 4,942,963 5,681,099

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失
（△）

(千円) △20,164 108,133 278,285 339,322 423,041

当期純利益又は当期純損失
（△）

(千円) △87,833 111,979 34,391 180,714 456,272

持分法を適用した場合の投
資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 60,000 60,000 60,000 143,172 143,172

発行済株式総数 (株) 1,010,000 1,010,000 775,000 4,095,500 4,095,500

純資産額 (千円) 71,409 178,641 252,253 1,334,001 1,681,080

総資産額 (千円) 4,683,399 4,588,635 4,785,967 4,612,324 4,798,071

1株当たり純資産額 (円) 178.52 89.32 101.92 363.93 450.37

1株当たり配当額
(円)

3 3 3 15 19
(1株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△）

(円) △219.58 55.99 17.16 65.24 123.79

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(円) － － － 56.97 112.56

自己資本比率 (％) 1.5 3.9 5.3 28.9 35.0

自己資本利益率 (％) － 89.6 16.0 22.8 30.3

株価収益率 (倍) － － － 19.1 6.8

配当性向 (％) － 1.1 3.5 23.0 15.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － 487,669 524,905

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － △57,734 △176,280

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － △310,512 △483,635

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － － － 1,000,373 865,361

従業員数
(名)

199 199 196 195 197
〔ほか、平均臨時
雇用人員〕

〔71〕 〔62〕 〔66〕 〔58〕 〔48〕

株主総利回り (％) － － － － 69.2
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) (－) (－) (－) (－) (101.8)

最高株価 (円) － － － 2,045 1,521

最低株価 (円) － － － 1,119 738
 

(注) 1.第72期及び第73期における潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。第74期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、新株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

2.第72期から第74期の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

3.主要な経営指標等のうち、第72期については、会社計算規則(平成18年法務省令第13号)の規定に基づき算出し

た各数値を記載しており、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく有限責任監査法人トーマツの監査

を受けておりません。

4.第73期から第76期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年

大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法

人トーマツにより監査を受けております。

5.第72期の自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。
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6.第72期の配当性向については、1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

7.2020年9月14日開催の取締役会決議により、2020年10月15日付で普通株式1株につき5株の割合で株式分割を

行っており、発行済株式総数は3,100千株増加して3,875千株となりました。さらに、2021年3月26日を払込期

日とするオーバーアロットメントに伴う第三者割当により220,500株増加し、資本金は143,172千円、発行済株

式総数は4,095,500株となりました。

8.2020年10月15日付で普通株式1株につき5株の割合で株式分割を行っております。第73期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

9.第75期における潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、当社は2021年2月26日に東京証券取引所

JASDAQ(スタンダード)に上場したため、上場日から当事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算

定しております。

10.従業員数は就業人員数であり、従業員数の〔 〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員数（1日7時間45分換算）

を外書きしております。なお、臨時従業員は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除い

ております。

11.第72期から第75期の株主総利回り及び比較指標については、2021年2月26日に東京証券取引所JASDAQ(スタン

ダード)に上場したため、記載しておりません。

12.最高・最低株価は、2022年4月3日までは東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)、2022年4月4日以降は東京証券

取引所スタンダード市場における株価を記載しております。ただし、当社株式は2021年2月26日に東京証券取

引所JASDAQ(スタンダード)に上場したため、それ以前の株価については該当事項がありません。

13.第74期まで連結財務諸表を作成しておりますので、第74期までの営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活

動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高は記

載しておりません。

14.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当事業年度の期首から適用して

おり、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

15.持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【沿革】

 

年月 概要

1917年 1月 売薬の製造販売を目的として、福岡県直方町（現 直方市）に「大洋製薬合資会社」を設立する。

1924年11月 福岡県福岡市東区馬出に移転し、商号を「天洋社」に改称する。

1938年11月 福岡県福岡市南区塩原に本社・工場を新設し、移転する。

1944年 6月 戦時企業整備（県内の製薬会社を1社にする制度）により会社を解散し、一時廃業する。

1947年 7月 戦後、「鉄ペプトン製薬有限会社」として再設立する。

1948年 1月 販売会社として、「株式会社天洋社」を再設立する。

1950年 7月 「株式会社天洋社」を「鉄ペプトン製薬有限会社」に合併し、社名を「天洋社薬品有限会社」とす
る。

1952年 7月 社名を「天洋社薬品工業株式会社」と改称する。

1971年 1月 ムロマチテクノス株式会社（旧室町化学工業株式会社）の資本参加により、「ムロマチグループ」の
一員となる。

1996年11月 福岡市都市計画により、本社・工場に立退要求があり、福岡県大牟田市に本社・工場を新設移転す
る。

1998年 8月 ムロマチグループとの関係を明確にするため、「室町ケミカル株式会社」に社名を変更する。

1999年 9月 医薬品事業拡大のため、本社に医薬品第二工場を新設する。

1999年10月 化成品部門でISO9001の認証を取得する。

2003年 4月 本社に流通倉庫を新設する。

2005年 5月 健康食品の企画販売会社として「天洋社薬品株式会社」を設立する。

2005年 9月 東京都中央区日本橋室町に室町ケミカル株式会社東京支店及び天洋社薬品株式会社東京営業所を開設
する。

2006年 6月 本社に健康食品ゼリー製造用のクリーン工場を新設し、健康食品ゼリー事業を開始する。

2006年11月 自動車部品用のプラスチックめっき工場を新設し、表面処理事業を開始する。

2009年 7月 本社に事務所棟を新設する。

2010年 3月 機能性樹脂コンパウンド工場を新設する。

2010年 8月 表面処理事業より撤退する。

2010年12月 中華人民共和国上海市に独自資本で「室町（上海）商貿有限公司」を設立する。

2011年 2月 医薬品原料増産のため、医薬品第三工場を新設する。

2011年 3月 ディーゼル排ガス処理用尿素水工場を新設し、尿素水事業を開始する。

2011年10月 ムロマチテクノス株式会社よりつくば工場を事業譲渡で取得する。

2012年12月 ムロマチテクノス株式会社所有の室町ケミカル株式会社株式6,300株を買受け、自己株式とする。

2013年10月 本社近郊の土地を購入し、自動移動ラック導入の新勝立倉庫を新設する。

2013年10月 東京支店を東京都千代田区神田駿河台へ移転する。

2014年10月 医薬品原薬合成事業への本格的な参入を目的として、東進ケミカル株式会社の全株式を取得し100％
子会社化する。
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年月 概要

2014年12月 ムロマチテクノス株式会社を吸収合併する。

2016年 6月 つくば工場にインキ接着剤工場を新設する。

2016年10月 機能性樹脂コンパウンド事業より撤退する。

2016年11月 本社に医薬品ゼリー工場を新設する。

2017年 5月 東進ケミカル株式会社を吸収合併し、埼玉工場とする。

2017年 8月 本社に医薬品合成工場を新設する。

2018年 6月 天洋社薬品株式会社を吸収合併する。

2019年 5月 室町（上海）商貿有限公司の営業活動を停止する。（2019年11月清算手続完了）

2019年12月 埼玉工場を閉鎖する。

2020年 1月 埼玉県和光市に埼玉開発センターを開設する。

2021年 2月 東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に株式上場する。

2022年 4月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所スタンダード市場へ移行する。
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３ 【事業の内容】

当社は、1917年（大正6年）に売薬の製造販売を目的として創立して以降、医薬品をはじめとしたさまざまな事業に

取り組んでまいりました。その結果現在は、医薬品・健康食品・化学品の3つの事業を軸に、長年培ってきた化学技術

を活かし、製品・サービスを提供しています。

 
報告セグメント 製品カテゴリ 主要製商品・サービス

医薬品事業

医薬品合成・精製等
高カリウム血症改善用原薬、抗凝固薬用原薬
原薬の精製、異物除去

輸入原薬 抗てんかん用原薬、抗ヘルペスウイルス用原薬

その他 ラジオアイソトープ

健康食品事業 健康食品 スティックゼリー、Tパウチゼリー

化学品事業

イオン交換樹脂・分離膜
ムロマック®、レバチット®、デュオライト™
RO膜（逆浸透膜）、UF膜（限外濾過膜）、MF膜（精密濾過膜）

水処理装置 純水製造装置、軟水製造装置

受託加工
アミノ酸精製、AdBlue®製造
接着剤等機能材料の混合、分散、リパック

その他 水処理部材、機能性接着剤
 

 

(1) 医薬品事業

原薬（医薬品の有効成分）の販売・製造を主に行っております。

中国、インド、オランダなどの原薬メーカーから国内の製薬会社や医薬品商社の求める原薬を調達するほか、自社

での原薬合成、原薬の異物除去や精製などの加工を行い販売しています。自社内で日本薬局方に基づいた試験・分析

ができる体制も持っており、原薬の輸入・製造・加工・分析・試験と、原薬のトータルサービスを提供しています。

当社は、原薬商社としての機能と原薬メーカーとしての機能をあわせ持ちます。商社としての経験から原薬製造の

ための原料や中間体を海外メーカーから直接調達でき、メーカーとしての経験から自社試験による時間短縮・コスト

削減、開拓した調達先の品質向上指導などにより付加価値を高めることができます。

 
① 医薬品合成・精製等

本社工場に医薬品合成工場を有し、原薬の製造を行っております。また、海外から輸入した原薬の精製や異物除

去などの加工や医薬品と同等の環境で製造を必要とする化成品（医薬品の添加剤など）の製造も行っております。

 
② 輸入原薬

中国、インド、オランダなどの原薬メーカーから国内製薬会社の求める原薬を調達し販売しております。

 
③ その他

医薬品や農薬の研究等に使用されるラジオアイソトープ(注)の輸入販売や保管サービスを行っております。その

ほか、医薬品ゼリーの製造や産業資材などの輸出入も行っております。

(注)放射性同位元素。放射線を出す性質のある元素であり、化合物の追跡や分析に使用される。

 
(2) 健康食品事業

事業開始当初より、主にスティックゼリータイプの健康食品の企画・製造を行っております。健康食品の通信販

売を行う会社や健康食品メーカーなどからの受託製造を主に行っており、商品設計から関わるODM(注)が大多数を占

めています。当社は、長年の経験から得た高度なマスキング（味や匂いを包み隠す）技術を有しております。健

康・美容成分は苦みや匂いのためそのままでは摂取しづらいケースもありますが、味や香り、食感などを調整し、

食べやすく美味しい製品として提供しております。

(注)Original Design Manufacturingの略。発注元企業のブランド名で販売される製品の生産のみを行うOEM

（Original Equipment Manufacturing）に対し、ODMは企画や設計、製造までを行う。

 
(3) 化学品事業
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液体処理関連製品の販売・加工を主に行っており、主力製品はイオン交換樹脂及び分離膜です。

イオン交換樹脂や分離膜は、純水（不純物を含まない水）の製造をはじめ、液体の精製、濃縮、脱色、金属回収な

ど様々な用途に活用されています。

当社は、国内外のメーカーから様々な性能のイオン交換樹脂や分離膜を仕入販売するほか、用途に合わせて洗浄や

加工などを行い、主に国内の化学メーカーや機械メーカー、商社などへ販売しています。

また、イオン交換樹脂や分離膜の再生処理も行っています。

当社は、純水製造以外の用途の液体処理案件への対応を得意としています。自社内の分析・開発部門で、イオン交

換樹脂や使用する液体の分析・試験ができ、長年培ってきたノウハウがあります。さらに様々なメーカーからの商品

調達に加え、自社で保有する設備を使用して加工をすることで、顧客の求める処理に最適な製品の選定や使用方法の

提案を行うことに努めています。

 
① イオン交換樹脂・分離膜

イオン交換樹脂はイオン交換（物質中のイオンと溶液中のイオンを入れ替える）機能を持つ合成樹脂であり、純

水の製造や排水中の重金属除去など様々な分野に使用されています。ランクセス社製のレバチット®やデュポン社製

のデュオライト™をはじめとした様々なメーカーのイオン交換樹脂に加え、顧客の要求に合わせ、当社で加工をした

イオン交換樹脂の販売を行っております。国内でも数少ないイオン交換樹脂の再生・乾燥・粉砕等の加工設備を保

有しており、顧客のニーズにあった処理を行うことができます。

分離膜は細孔の空いた膜で、用途に合わせた孔径の膜を使用し濾過や濃縮などを行うことができます。各種メー

カーの分離膜を販売するほか、分離膜の再生・洗浄も行っております。

 
② 水処理装置

イオン交換樹脂や分離膜を組み込んだ水処理装置の設計・製造を行っております。

 
③ 受託加工

当社の製造設備を使用し、顧客から預かった溶液の精製処理のほか、ディーゼル車の排気ガスを浄化するAdBlue®

の製造を行っております。また、機能性接着剤（導電性、速乾性、紫外線硬化などの機能を持った接着剤）などの

混合及び分散（粉体の粒径が揃い、流体や他の成分中へ均一に混ざること）、使用する分量で小分けするなどのリ

パック加工も行っております。

 
④ その他

水処理に使用される消耗品や試験用の部材の販売を行っております。また、工業用アロンアルフア®をはじめとし

た機能性接着剤の販売、主に電子産業向けに帯電防止フィルム（静電気の蓄積を防ぐフィルム）やクリーンルーム

で使用する消耗品などの販売も行っております。
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事業の系統図は、次のとおりであります。

 

 
 
４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

   2022年5月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

197
38.5 8.3 5,079

(48)
 

 
セグメントの名称 従業員数(名)

医薬品事業
44
(2)

健康食品事業
27
(36)

化学品事業
50
(6)

全社（共通）
76
(4)

合計
197
(48)

 

(注) 1.従業員数は就業人員数であり、従業員数欄(外書)は、臨時従業員の最近1年間の平均雇用人員（1日7時間45分

換算）であります。

2.臨時従業員は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

3.全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

4.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2) 労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

室町ケミカル株式会社(E36350)

有価証券報告書

 9/80



第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において、当社が判断したものであります。

 
(1) 会社の経営の基本方針

当社は「健康」と「環境」をテーマに社会に貢献することを目指し、「私たちは人々との出会いを大切にし、常

に新たなチャレンジと実現化の努力により生きがいと豊かさを提供し、健全な発展を通して社会に貢献する経営を

目指します。」を経営理念として掲げております。

「医薬品」「健康食品」「化学品」の3つの事業に経営資源を集中し、問題解決型の企業としてさらなる技術力の

向上に努め、持続的な成長を目指します。

 
(2) 中期経営計画

現在の国内及び世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、ウクライナ情勢の悪化等により先行き不

透明な状態が続いており、原材料・エネルギー価格の上昇や円安進行など、当社にとっても厳しい環境が継続して

おります。このような状況下、2024年5月期を最終年度として策定した3か年計画の目標であった売上高5,800百万円

は1年前倒して達成見込みとなりました。そこで、売上計画の見直しに加え、様々な経営環境の変化の影響を織り込

み、この度新たに2025年5月期を最終年度とする3か年計画『中期経営計画2025』を策定いたしました。当社の10年

後の姿を、『豊富なノウハウと確かな技術を活かし、顧客の問題を解決するオンリーワン企業』と定め、売上高100

億円・営業利益率10%以上を目指してまいります。

今回策定した中期経営計画は、10年後に向け、成長に向けた取り組みを強化する3か年と位置付けており、開発強

化と収益性改善を主要なテーマとしております。医薬品事業において輸入原薬の売上が拡大し、売上高が増加する

一方、売上構成の変化により利益率が低下する見込みですが、健康食品事業・化学品事業での売上増加と工場稼働

率上昇により全体として利益率の改善を図ります。引き続き開発強化に力を入れ、今後の新製品の売上拡大や新領

域での成長に向けた基盤を強化してまいります。

計画の達成状況を判断するための客観的な指標は以下のとおりです。

 
2022年5月期

（当事業年度）実績
2025年5月期

目標

売上高 5,681百万円 7,000百万円以上

営業利益 437百万円 600百万円以上

営業利益率 7.7％ 8.5％以上

ROE 30％ 15％以上

自己資本比率 35％ 35％以上
 

(注) 上記目標値については有価証券報告書提出日現在において予測できる事情等を基礎とした合理的な判断に基

づくものであり、その達成を保証するものではありません。

 
(3) 経営環境及び優先的に対処すべき課題等

① 医薬品事業

昨今の世界情勢を受け、原薬の輸入や原料調達においてもカントリーリスクの懸念は高まっております。当社に

おいても、多地域からの調達ネットワークを強化し、安定供給に努めてまいります。一方、カントリーリスクの高

まりによって調達先を国内回帰する傾向も出てきており、国内製造を行う当社にとっては機会ととらえています。

当社の技術と資源を最大限活かし、各開発案件を着実に立ち上げて取引の拡大につなげてまいります。

 
② 健康食品事業

健康食品市場は当面緩やかな成長を続けると見込んでおり、当社もその中で継続的な案件獲得により売上の拡大

を図ってまいります。蓄積したレシピを活用し、機能性表示食品や高齢者向け製品など、成長が期待できる分野に

向けた製品開発を強化してまいります。

 
③ 化学品事業

当社の化学品事業の強みである液体処理技術を活かすため、製商品の強化は重要なものと考えております。近
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年、海外のイオン交換樹脂メーカーと共同開発を行っており、複数の製品を発売しております。これら製品の売上

拡大に向け、用途開発やターゲット市場の開拓を加速させてまいります。

 
④ 品質管理体制の強化

高品質な製品を安定的に提供するため、品質管理体制の強化は重要なものと考えております。新製品の立ち上げ

が増加していく中でも安定した品質管理を行えるよう、体制の維持・強化に努めてまいります。 

 
⑤ 生産体制の強化

新製品の立ち上げや製造量の増加に対応すべく、生産技術の向上に取り組み、工場スペースの有効活用や最適な

設備配置、工場インフラの強化など、今まで以上に効率的で安定生産が可能な体制を構築してまいります。

 
⑥ 従業員の意欲、能力の向上

持続的な成長のため、従業員エンゲージメントの向上に努めてまいります。当事業年度には、従業員の目標設

定、業績等の査定方法を明確化し、評価を適正化するため、人事評価制度の更新を行いました。新制度の運用を行

いながら、従業員が意欲的に働けるよう努めてまいります。また、人材育成や能力開発のため、より充実した教育

研修を計画・実行してまいります。

 
 

２ 【事業等のリスク】

以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても投資家の投資判断上、重要であると考え

られる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。

文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。なお、当社は、これ

らのリスクの発生可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針です。また、以下の記

載は本株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませんので、この点にご留意ください。

 
(1) 原材料・商品の仕入について

医薬品原薬は、それを使用する医薬品メーカー等が製造する特定の製剤の仕様に応じて主に海外から継続的に調

達しております。当社の原薬輸入及び原材料仕入に係る価格が市況変動及び為替相場等の事情によって急激に変動

した場合、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。また、海外原薬メーカーの経営状

態、販売方針、供給体制、許認可及び現地政情等の影響により、原薬の調達が遅延、難航あるいは不可能となった

場合には、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(2) 市場及び顧客動向について

医薬品事業に関して原薬及び製剤の販売量は当該製剤の市場での需要変動、競合製品の動向等による影響を受け

る可能性があります。商材の特性上特定の相手先との取引に依存する割合が比較的高く、2022年5月期における当社

の売上高の上位5社が占める割合は38％となります。顧客の販売戦略の変更や生産・在庫調整等が取引額に大きく影

響する可能性があります。また、当社の取引先が企業再編、あるいは資本変更等により他社の傘下に入ること等が

発生した場合には、その親会社等の意思決定に取引先動向が左右されることから取引額が減少し、当社の経営成績

及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。健康食品事業に関しては大手健康食品メーカーだけではなく大

手医薬品メーカーが健康食品業界に新規参入してきており、ガリバー企業の影響で当社の販売機会喪失につながっ

た場合、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。化学品事業に関しては中国や韓国から

の安い水処理商材が日本へ輸入されております。これらが製品技術を付けてきた時に一気に価格競争が激化し、当

社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 許認可及び法的規制に関するリスク

当社は医薬品原薬の販売に関して薬機法（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律）、薬機法施行規則及びそれらに関するGMP（医薬品の製造管理及び品質管理に関する基準）省令等の規制を受け

ており、主に下記の承認・許認可等を受けております。当社は、当該許認可等を受け、また維持すべく諸条件及び

関係法令の遵守を徹底しており、現時点において当該許認可等の取消又は停止等の行政処分事例は発生しておりま

せん。しかし、意図せぬ法令違反等によりこれらの許認可に対し行政庁より許可の取り消しや業務の停止等、不利

益処分が下された場合には、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす恐れがあります。

また、健康食品そのものを単独に規定する法律は存在せず、健康食品の明確な定義もありません。しかしながら

販売者が、健康食品等を特定疾病や身体機能への効果を標ぼうし販売すると、医薬品等を規定する「薬機法」にお

ける無許可無認可医薬品の販売としてみなされることになります。その他の法的規制としては、飲食に起因する衛

生上の危害の発生防止及び公衆衛生の向上・増進を図る見地から、食品の規格・添加物・衛生管理・営業許可を定

めた「食品衛生法」、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の誘引を防止するため、私

的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の特例を定めることにより公正な競争を確保し、もって一般消費者

の利益を確保することを目的とした「不当景品類及び不当表示防止法」、健康増進の総合的な推進に関した基本的

な事項を定めるとともに国民の健康の増進を図るための措置を講ずることを定めた「健康増進法」、食品の安全性

の確保に関し、基本理念及び施策の策定に係わる基本方針を定め、関係者の責任及び役割を明らかにすることによ

り、食品の安全性の確保を総合的に推進することを目的とした「食品安全基本法」があります。

当社としては、法律を遵守するよう最善の注意と努力を行うとともに、監督諸官庁に対する報告及び照会・指導

の要請並びに立会いの受け入れを行い、指導内容に対しては迅速に改善をすることで対応しております。しかしな

がら予期しない法律又は規制の変更及び現行の法的規制における法令の解釈・適用によって新たな対策が必要に

なった場合には、当社の事業、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

当社の主要な承認・許認可等は以下のとおりです。

許認可等の名称 所管官庁等 有効期間 主な許認可取消事由

医薬品製造業許可証 福岡県 5年 薬機法第75条第1項

医薬品販売業許可証 福岡県/東京都 6年 薬機法第75条第1項

向精神薬輸入業者免許書 厚生労働省 5年 麻薬及び向精神薬取締法第51条

毒物劇物一般販売業登録票 福岡県/東京都/茨城県 6年 毒物及び劇物取締法第19条第4項

毒物劇物製造業登録票 厚生労働省 5年 毒物及び劇物取締法第19条第4項

毒物劇物輸入業登録票 厚生労働省 5年 毒物及び劇物取締法第19条第4項

菓子製造業（パン以外） 福岡県 6年 食品衛生法第55条、第56条

清涼飲料水製造業 福岡県 6年 食品衛生法第55条、第56条

JISマーク表示制度認証 一般財団法人日本品質保証機構 3年 JIS Q 1001　15
 

 
(4) 品質に関するリスク

当社は、取り扱う医薬品原薬や製剤、健康食品の製造の品質に関して、取扱い及び生産工程での管理徹底、継続

的な研究開発によりその維持・向上に取り組んでおり、日本国内のGMP（医薬品の製造管理及び品質管理に関する基

準）及び食品GMPの品質基準に適合する生産体制を備えております。しかしながら、外的要因等の影響によりこうし

た生産体制の維持が困難となり製品の品質低下が生じた場合、社会的信用力や営業上の競争力が低下することによ

り、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社では、品質管理基準等に適合するよう細心の注意を払い品質保証に取り組んでおりますが、原薬供給もしく

は開発製造、受託製造を行う医薬品に関して品質保証の取組みの範囲を超えてこれらの事態による販売中止、製品

回収もしくは損害賠償等が発生した場合、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

また、医薬品の発売後に予期していなかった副作用が発生したり、製造過程での製品への異物混入等が発見され

る、あるいは薬機法に基づく再審査や再評価において、品質、有効性もしくは安全性に関して不適当と評価される

可能性があります。

輸入供給する原薬についても、特に海外における原薬製造の部分においては日本国内の種々の基準や規制に適合

する製品が供給されるよう、継続した製造工程や製造環境等のコントロールが不可欠であり、納品後に異物混入が

見つかるなどして回収を余儀なくされる場合があります。

 
(5) 薬価改定等の影響について
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医療用医薬品は政府の制定する薬価基準により保険価格が定められており、定期的に実施される薬価改定により

販売が好調な品目等において薬価の引き下げ等が行われた場合の影響が予想されます。薬価改定後には、医薬品製

造販売における販売価格低下、利益幅減少等の影響や、原薬販売における需要変動や販売価格低下、利益幅減少等

の影響が生じ、政府による医療保険制度抜本改革と併せ当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(6) 競合に関するリスク

当社では、医薬品事業について自社で分析を行う設備を有しており、日本国内の品質基準への対応の面で取引先

からも相応の評価を得ております。また、医薬品製造販売においても少量多品種生産に対応可能な工場を保有する

ことから製造受託において競合他社に比べ優位な部分もあるものと考えております。しかしながら、競合他社の分

析設備導入や同種工場新設によっては当社の優位性が損なわれ経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があ

ります。

健康食品事業については、スティックゼリーの製造において、高速充填機を複数台所有し、中規模・大規模の案

件にも対応できる体制を有しております。しかしながら、競合他社の設備導入等による増産対応によっては当社の

優位性が損なわれ経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

化学品事業についてはイオン交換樹脂の粉砕・乾燥設備を保有しているのは国内でも稀であり、長年の加工実績

により培われた技術は直ぐに真似できない領域まで来ています。しかしながら、一般的な水処理用途（純水製造

等）で使用される製品については、特別な技術を必要とせず価格面による優位性が第一となり、取り扱う競合他社

も多く、取引額の減少から経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(7) 知的財産権に係る紛争に関するリスク

物質、製法、用途、製剤等に関する特許権等、他者の権利の存否が製品開発に大きな影響をもたらすため、当社

は特許権を中心とした知的財産権に関し調査を実施しております。しかしながら、当社と知財権者との見解の相違

から、無効審判請求の申立を含む法的紛争に発展する可能性（当社が原告）や特許抵触の疑義があることを理由に

法的紛争に発展する可能性（当社が被告）が想定され、そのような場合には判決の内容により当社の経営成績及び

財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(8) 設備・固定資産に関するリスク

当社は、固定資産を多数所有しており、経済情勢の変化等に伴ってそれらの資産価値が著しく変動し、経営成績

及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社が保有する製造設備の中には、導入から長期間が経過した資産も含まれます。適時適切な修繕・メン

テナンス・更新等を計画実施しておりますが、老朽化による予期せぬ機器不具合や不慮の故障により製造スケ

ジュールに影響が生じる可能性があります。

設備導入に際しては、事前に収益性や投資回収可能性に関する十分な検討を行っておりますが、新規開発品目の

販売開始時期の遅延、又は販売予定数量の減少等が発生し、当初の事業計画からの大幅な乖離が生じた場合、固定

資産の減損処理を行う必要が生じる等、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(9) 研究開発に関するリスク

当社は、取引先からの開発依頼案件、受託案件に関する研究開発活動、製法や品質の分析活動を行っておりま

す。これらの活動は、製造販売、業務受託に先行して開始する場合が多々ありますが、必ずしも見込んだ収益獲得

につながらない可能性があり、これらの活動を通じて過大な先行投資が行われた場合には、当社の経営成績及び財

政状態等に影響を及ぼす可能性があります。また、新規開発商品を市場に出す際に、承認手続き等が必要な場合に

は計画的に対応しておりますが、当社又は取引先メーカー等において計画どおりの承認取得ができない場合には市

場への供給に遅延が生じ、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。
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(10) 自然災害、事故等に係るリスク

当社の工場拠点は福岡県、茨城県にあり、自然災害等で両拠点同時に被害を受ける可能性は低いと考えられま

す。しかし、医薬品、健康食品、化学品全ての生産拠点は福岡県に集中し、当社の工場は全てにおいて直ちに代替

が効くものではないことから、災害や事故等が発生した場合、製造設備等への損害、製造ラインの停止、取引先や

工場近隣住民への補償等により、当社の事業、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

新型コロナウイルス感染症に対しては、当社では、従業員の安全確保のため、国内の感染状況に応じ、在宅勤務

や時差出勤の実施、事務所内のソーシャルディスタンスの確保、不急の出張・外出の自粛、Web会議等の活用、手指

の消毒・マスク着用の推進、検温等の体調管理など感染拡大防止に向けた取り組みを実行し、安定した製品・サー

ビスの提供に努めておりますが、従業員に感染者が発生した場合、一時的に工場の操業や営業活動の停止をするな

どの対応が必要となる可能性があります。また、新型コロナウイルス感染症の拡大や長期化により、取引先の業績

悪化や方針変更が発生した場合、開発案件の停止や取引の遅延、縮小などで、当社の経営成績及び財政状態等に影

響を及ぼす可能性があります。

 
(11) 金利変動について

当社では、金融機関からの借入によって製造設備、運転資金その他必要な資金を調達しておりますが、今後、市

場において金利が上昇した場合には当社の借入金利も上昇することが予想され、当社の経営成績及び財政状態等に

影響を及ぼす可能性があります。なお、当社の借入金には財務制限条項が付されている契約があり、これらには純

資産の減少及び経常損失の計上に関する財務制限条項が付されております。万一、当社の業績が悪化し、財務制限

条項に抵触した場合には、当該契約による借入金の返済を求められる結果、当社の財政状態等に影響を及ぼす可能

性があります。

 
(12) 売掛金回収に関するリスク

当社では、取引先各社との売掛取引に際しては十分な与信管理の元で販売を行っておりますが、予期せぬ取引先

の倒産等により貸倒れが発生した場合には、当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(13) 税務上の繰越欠損金について

当社は、過去の子会社吸収合併等により、税務上の繰越欠損金が存在しております。当社の事業が順調に推移す

ることにより、繰越欠損金が解消した場合には、法人税、住民税及び事業税の金額が増加することとなり、当社の

経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

 
(14) 税効果会計に関するリスク

繰延税金資産の計算にあたっては、将来の課税所得に関する見積りを含めた予測等に基づいており、実際の結果

が予測と異なる可能性があります。将来の課税所得の見積りに基づく税金負担の軽減効果が得られないと判断され

た場合、当該繰延税金資産は取り崩され、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
(15) 安全性確保及び環境保全に関するリスク

製造、分析、研究の過程等で使用し、又は発生する化学物質の中には、人体、生態系、その他環境に悪影響を与

える可能性のある物質も含まれます。当社は、関連諸法令の遵守を徹底すると共に、有害物質の漏洩防止及び適法

適切な廃棄処理を徹底し、土壌汚染、水質汚濁及び悪臭その他環境被害の発生防止に取り組んでおります。しかし

ながら、取り扱う物質の特性上予期し得ない現象や結果が発生する可能性も否定はできず、万一事業活動に関係す

る環境問題が発生した場合には、損害賠償義務の発生やブランドイメージの毀損等経営に影響を与える結果となる

可能性があります。また、関連諸法令の改定に伴って多額の対策費用が発生する場合等においても、当社の事業、

経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(16) 人材確保について

当社は今後の事業継続・拡大のため質の高い人材を継続的に確保していくことが重要な課題であると認識し人材

確保に注力しておりますが、周辺情勢の変動により人材を十分に確保できなかった場合には当社の経営成績及び財

政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
(17) 機密情報の管理に係るリスク

当社は、各事業における業務受託等において、取引先の生産計画や新製品の開発に関する機密性の高い情報を取
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得する場合があります。当社では、機密情報の授受に際し秘密保持契約締結を徹底しているほか、従業員教育やIT

統制を通じて機密情報の管理の徹底を図っておりますが、万が一情報漏洩等が発生した場合には、当社の信用の失

墜等により、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 
３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況（以下、「経営成績等」という。）の概要は次のとおり

であります。

 

(1) 経営成績の状況

当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種の進展などによって経済活

動正常化の動きも見られましたが、感染の再拡大による緊急事態宣言等の再発出や変異株の発生など、依然新型コ

ロナウイルス感染症の収束の見通しは立たず、先行き不透明な状態が続きました。また、世界経済においても、新

型コロナウイルス感染症に関する動きに加え、ウクライナ情勢は長期化の様相を呈しており、燃料価格の高騰や物

価上昇、為替変動、サプライチェーンの混乱など、先行きについて引き続き注視していく必要があります。医薬品

業界においては、原則隔年実施であった薬価改定が毎年実施に変更されるなど、その事業環境は厳しさを増してお

ります。また、医薬品業界における昨今の品質問題を受け、さらなる管理体制強化、安定供給が求められてきてお

ります。

このような環境下で、当社においても感染拡大防止に配慮しつつ、厳正な品質管理の下、事業活動を継続してま

いりました。

その結果、当事業年度における経営成績は、売上高5,681,099千円と前年同期と比べ738,135千円（14.9％増）の

増収、営業利益437,341千円と前年同期と比べ68,005千円（18.4％増）の増益、経常利益423,041千円と前年同期と

比べ83,719千円（24.7％増）の増益となりました。また、繰延税金資産の回収可能性について会社分類の見直しを

行った結果、当期純利益は456,272千円と前年同期に比べ275,558千円（152.5％増）の増益となりました。

 
セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

 
① 医薬品事業

主力商品である抗てんかん用原薬をはじめ、輸入原薬の売上が大きく増加しました。また、新規の加工案件や受

託合成案件の獲得も好調に推移しました。ただし、輸入原薬は自社製造原薬と比べて利益率は低くなるため、売上

構成の変化により事業全体の利益率は低下しました。

その結果、医薬品事業における売上高は2,913,210千円と前年同期と比べ425,783千円（17.1％増）の増収、営業

利益は451,906千円と前年同期と比べ22,749千円（4.8％減）の減益となりました。

 
② 健康食品事業

OEMゼリーの既存顧客への販売、新規案件の獲得ともに概ね堅調に推移しました。また、当事業年度後半から製造

工程を一部自動化する設備の導入、調整を進め、製造の効率化に取り組んでまいりました。

その結果、健康食品事業における売上高は823,998千円と前年同期と比べ24,361千円（3.0％増）の増収、営業利

益は1,238千円と前年同期と比べ45,421千円（前年同期は44,182千円の営業損失）の増益となりました。

 
③ 化学品事業

イオン交換樹脂については、前期好調だった半導体製造や医薬品製造向けの自社加工品の需要は落ち着きがみら

れ、例年並みの売上に戻りましたが、仕入販売品において新規案件の獲得が進み、全体の売上としては好調に推移

しました。また、当事業年度は装置案件の受注も多く、売上の増加に寄与しました。

その結果、化学品事業における売上高は1,943,889千円と前年同期と比べ287,990千円（17.4％増）の増収、営業

損失は15,803千円（前年同期は61,137千円の営業損失）となりました。

 
(2) 財政状態の状況

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べて185,746千円増加し、4,798,071千円となりました。

① 流動資産

売掛金が134,832千円増加、原材料及び貯蔵品が50,192千円増加、商品及び製品が14,361千円増加した一方、現金

及び預金が135,011千円減少、電子記録債権が44,856千円減少したことなどから、前事業年度末に比べて165千円増
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加し、3,494,680千円となりました。

 

② 固定資産

建設仮勘定が89,834千円増加、繰延税金資産が69,789千円増加、ソフトウエア仮勘定が21,902千円増加したこと

などから、前事業年度末に比べて185,580千円増加し、1,303,391千円となりました。

 
③ 流動負債

買掛金が293,645千円増加、短期借入金が150,000千円減少、未払法人税等が35,772千円減少したことなどから、

前事業年度末に比べて110,430千円増加し、2,225,354千円となりました。

 
④ 固定負債

長期借入金が202,480千円減少、役員退職慰労引当金が71,600千円減少したことなどから、前事業年度末に比べて

271,762千円減少し、891,636千円となりました。

 
⑤ 純資産

繰越利益剰余金が396,015千円増加、自己株式が51,643千円減少したことなどから、前事業年度末に比べて

347,079千円増加し、1,681,080千円となりました。

その結果、自己資本比率は35.0％となりました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は865,361千円となり、前事業年度末に比べ135,011千円減少しまし

た。

営業活動によるキャッシュ・フローは、524,905千円の収入（前年同期は487,669千円の収入）となりました。こ

れは主に、税引前当期純利益425,603千円、仕入債務の増加額270,999千円、減価償却費101,233千円などによる

キャッシュの増加、売上債権の増加額85,423千円、役員退職慰労引当金の減少額71,600千円などによるキャッシュ

の減少によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、176,280千円の支出（前年同期は57,734千円の支出）となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出146,107千円、無形固定資産の取得による支出24,225千円などによるもので

す。

財務活動によるキャッシュ・フローは、483,635千円の支出（前年同期は310,512千円の支出）となりました。こ

れは主に、長期借入金の返済による支出202,480千円、短期借入金の減少による支出150,000千円、自己株式の取得

による支出88,396千円などによるものです。

 
(4) 生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

医薬品事業 781,246 127.5

健康食品事業 555,243 93.4

化学品事業 850,850 109.0

合計 2,187,340 110.0
 

(注) 金額は、製造原価によっております。

 

(5) 受注実績

当社は一部受注実績の記載になじまない商材があるため、当該記載を省略しております。

 
(6) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)
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医薬品事業 2,913,210 117.1

健康食品事業 823,998 103.0

化学品事業 1,943,889 117.4

合計 5,681,099 114.9
 

(注) 1.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

第75期事業年度
（自 2020年6月1日

　至 2021年5月31日）

第76期事業年度
（自 2021年6月1日 
　至 2022年5月31日）

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

不二化学薬品株式会社 1,210,683 24.5 991,981 17.5
 

 

(7) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容等

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

 
① 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営成績の分析

当事業年度における経営成績の状況の概要は「(1)経営成績の状況」に記載のとおりでありますが、主要な表示

科目に沿った認識及び分析は次のとおりであります。

 
・売上高

当事業年度における売上高は、5,681,099千円と前年同期と比べ738,135千円の増収（14.9％増）となりまし

た。医薬品事業での輸入原薬の取引量の増加に加え、各事業で新規案件獲得が好調に推移しました。

 
・売上総利益

当事業年度における売上総利益は、1,732,806千円と前年同期と比べ81,237千円の増益（4.9％増）となりま

した。健康食品事業では売上の回復と減価償却費の減少により利益率が改善しておりますが、医薬品事業や化

学品事業において、自社製造・加工品に比べ利益率の低い商品販売の割合が増え、利益率が悪化しました。

 
・営業利益

当事業年度における営業利益は、437,341千円と前年同期と比べ68,005千円の増益（18.4％増）となりまし

た。前期発生した上場関連費用が減少した一方、人件費の増加、売上増に伴う荷造運賃の増加などがあった結

果、販売費及び一般管理費合計は1,295,464千円と前年同期と比べ13,232千円の増加（1.0％増）となりまし

た。

 
・経常利益

当事業年度における経常利益は、423,041千円と前年同期と比べ83,719千円の増益（24.7％増）となりまし

た。

 
・当期純利益

当事業年度における当期純利益は、456,272千円と前年同期と比べ275,558千円の増益（152.5％増）となりま

した。繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討した結果、回収の可能性が見込まれる部分について繰延税金資

産を計上することとなったため、利益が増加いたしました。

 
経営成績等の状況を踏まえた、経営方針及び課題への取り組みについては「１ 経営方針、経営環境及び対処すべ

き課題等」に記載のとおりであります。

 
② 財政状態の分析

財政状態の分析・検討内容については、「(2) 財政状態の状況」に記載のとおりであります。
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③ キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容については、「(3) キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり

であります。

当社の運転資金需要のうち主なものは、原材料の仕入のほか、製造経費、販売費及び一般管理費等の営業費用

であります。投資を目的とした資金需要は、主に設備投資によるものであります。これらの短期及び長期的な必

要資金は自己資金や金融機関からの借入金を中心とし、金融商品等での運用や投機的な取引を行わないことを基

本としています。金融機関からの借入金については、取引金融機関との間で運転資金として借入枠1,650,000千円

のコミットメントライン契約（シンジケート方式）を締結し、安定的な資金調達の体制を構築しております。

 
資金の流動性については、事業計画、投資計画に応じた現金及び預金残高の確保と必要に応じて外部資金の調

達を行うことにより維持していきます。なお、通常時は、月商の1.5倍を目安に現預金の残高を確保することとし

ております。

 
④ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しておりま

す。この財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を

用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

財務諸表作成のための重要な会計方針等は「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1) 財務諸表　注記事項

（重要な会計方針）」及び「（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりです。

 
⑤ 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の経営成績等に重要な影響を与える要因については、「２　事業等のリスク」に記載しております。

 
⑥ 経営者の問題意識と今後の課題について

経営者の問題意識と今後の課題については、「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等　(3) 経営環境

及び優先的に対処すべき課題等」に記載しております。

 
⑦ 経営方針、経営戦略、経営上の目標達成を判断するための客観的指標等

経営方針、経営戦略、経営上の目標達成を判断するための客観的指標等については「１ 経営方針、経営環境及

び対処すべき課題等　(2) 中期経営計画」に記載しております。

 
 
４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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５ 【研究開発活動】

当社は、セグメントごとに開発部門を置き研究開発活動を行っており、当事業年度における研究開発費の総額は

29,027千円であります。

セグメントごとの研究開発活動は次のとおりです。

 
(1) 医薬品事業

医薬品事業では、埼玉開発センターに開発部門を置き、医薬品原薬の製法開発及び受託案件の検討を継続的に

行っております。原薬合成の新規案件における製法開発や、粉砕や精製などの加工案件への対応などに取り組み、

当事業年度の医薬品事業における研究開発費の額は17,480千円となりました。

 
(2) 健康食品事業

健康食品事業では、本社に開発部門を置き、顧客が要望する機能成分の苦みや臭みなどをマスキングする処方組

の検討や試作を行うとともに、消費者ニーズに即した商品やトレンドを反映した商品の開発を行っております。顧

客要望の実現化などにより、当事業年度は38品目を新規売上につなげ、健康食品事業における研究開発費の額は

1,052千円となりました。

 
(3) 化学品事業

化学品事業では、本社に開発部門を置き、イオン交換樹脂等の用途開発や、イオン交換樹脂や分離膜を用いた水

処理装置の設計などを継続的に行っております。また、海外メーカーとのイオン交換樹脂の共同開発も継続して

行っており、既存製品の代替品や特殊な用途に対応できる製品の開発を進めております。当事業年度には、バイオ

ディーゼル精製装置の開発にも取り組み、実機試験を進行しております。当事業年度の化学品事業における研究開

発費の額は10,494千円となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資の総額は213,342千円であり、セグメントごとの設備投資については、次のとおりです。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
(1) 医薬品事業

異物検査装置の購入や製造設備の部品更新などにより、総額37,316千円の投資を実施しました。

 
(2) 健康食品事業

製造設備の自動化などにより、総額107,651千円の投資を実施しました。

 
(3) 化学品事業

化学品工場の建屋改修工事などにより、総額20,114千円の投資を実施しました。

 
(4) 全社共通

電話回線のクラウド化、基幹システムのクラウド化及び構築などにより、総額48,260千円の投資を実施しまし

た。

 
 
２ 【主要な設備の状況】

       2022年5月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

本社
化学品工場
(福岡県
大牟田市)

化学品
事業

工場 29,493 80,748
－
(－)

－ 1,015 111,257 14

本社
医薬品工場
(福岡県
大牟田市)

医薬品
事業

工場 78,158 29,900
－
(－)

－ 2,228 110,286 23

本社
食品工場
(福岡県
大牟田市)

健康食品
事業

工場 8,248 4,593
－
(－)

－ 323 13,165
15
(35)

つくば工場
(茨城県
下妻市)

化学品
事業

工場 12,754 11,716
10,515
(3,650)

－ 116 35,102
9

( 4)

本社
(福岡県
大牟田市)

共通
（全社）

事務所 238,582 18,749
207,438
(30,949)

2,159 9,649 476,578
85
( 5)

東京支社
(東京都
千代田区)

共通
（全社）

事務所 3,679 － － － 212 3,892
30
( 4)

 

(注) 1.現在休止中の主要な設備はありません。

2.帳簿価額のうち「その他」の主なものは工具、器具及び備品であり、建設仮勘定及び無形固定資産は含まれて

おりません。

3.他の者から賃借している主要な設備はありません。

4.従業員数は就業人員数であり、従業員数の( )は、臨時従業員の年間平均雇用人員数（1日7時間45分換算）を

外書きしております。なお、臨時従業員は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて

おります。

 

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
 発行数(株)

 (2022年5月31日)

提出日現在
 発行数(株)

 (2022年8月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,095,500 4,095,500
東京証券取引所
スタンダード

完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社における標
準となる株式であります。なお、
単元株式数は100株であります。

計 4,095,500 4,095,500 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】
 

決議年月日 2020年5月20日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　6
当社従業員　54　(注)6

新株予約権の数（個）※ 56,180 　[55,990]　(注)1

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　280,900　 [279,950]　(注)1,4

新株予約権行使時の払込金額（円）※ 92 　(注)2,4

新株予約権の行使期間※ 2022年3月14日～2030年3月13日　(注)5

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本金組入額（円）※

発行価格　　92 　
資本組入額　46 　(注)3,4

新株予約権行使の条件※

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締
役、監査役、従業員、顧問、社外協力者の地位又はこれに準じ
た地位を有していなければならない。ただし、取締役及び監査
役の任期満了による退任又は従業員の定年退職の場合、又は取
締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではな
い。
②新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの
金融商品取引所に上場することを条件とする。
③新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権
の権利行使は認めないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと
する。

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項※

当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「第1
回新株予約権割当契約書」で定めるところによる。

 

※ 当事業年度の末日（2022年5月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在（2022年７月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末における内容を[　]内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

(注) 1.新株予約権1個につき目的となる株式数は、5株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる1株未満の端数はこれを切り捨てます。

　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

2.新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる1円未満の端数は切り上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1       
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　　　　　調整後払込金額＝調整前払込金額×分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げます。

　　　　　　　　　　　　　既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行株式数×1株当たり払込金額

　　　　　調整後払込金額＝　　　　　　　既発行株式数　＋　新規発行株式数

3.(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項に

従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り

上げます。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

4.2020年9月14日開催の当社取締役会の決議に基づき、2020年10月15日付をもって普通株式1株を5株に分割した

ことにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

5.権利行使の最終日が当社の休日にあたる場合には、その前営業日を権利行使の最終日とします。

6.退職等による権利の喪失により、提出日の前月末現在における付与対象者の区分及び人数は、当社取締役6

名、当社従業員52名の合計58名となっております。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年5月21日
　(注)1

△235,000 775,000 － 60,000 － －

2020年10月15日
　(注)2

3,100,000 3,875,000 － 60,000 － －

2021年3月26日
　(注)3

220,500 4,095,500 83,172 143,172 83,172 83,172

 

(注) 1.自己株式消却による減少であります。

2.株式分割（1:5）によるものです。

3.有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　754.40円

資本組入額　　377.20円

割当先　　　　野村證券株式会社
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(5) 【所有者別状況】

       2022年5月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ － 21 23 8 9 3,597 3,658 －

所有株式数
(単元)

－ － 1,059 1,163 155 29 38,510 40,916 3,900

所有株式数
の割合(％)

－ － 2.59 2.84 0.38 0.07 94.12 100.00 －
 

(注) 自己株式362,850株は、「個人 その他」に3,628単元、「単元未満株式の状況」に50株含まれております。

 
(6) 【大株主の状況】

2022年5月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

村山　哲朗 長野県北佐久郡軽井沢町 891,000 23.87

青木　淳一 群馬県太田市 292,400 7.83

室町ケミカルグループ従業員持株会 福岡県大牟田市新勝立町1丁目38番5 289,286 7.75

服部　英法 佐賀県佐賀市 152,700 4.09

室町機械株式会社 東京都中央区日本橋室町4丁目2-1 80,800 2.16

髙宮　一仁 埼玉県蕨市 77,300 2.07

大辻　正高 埼玉県さいたま市大宮区 75,000 2.01

穗苅　久美 東京都杉並区 75,000 2.01

井内　聡 福岡県大牟田市 32,000 0.86

荒井　敏雄 東京都文京区 28,000 0.75

計 － 1,993,486 53.41
 

(注) 前事業年度末において主要株主であった、楽天証券株式会社、SMBC日興証券株式会社、松井証券株式会社は、当

事業年度末では主要株主ではなくなり、室町機械株式会社、井内聡氏、新井敏雄氏が新たに主要株主となりまし

た。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年5月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 362,800

 

－
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。な
お、単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,728,800
 

37,288 同上

単元未満株式 普通株式 3,900
 

－ －

発行済株式総数 4,095,500 － －

総株主の議決権 － 37,288 －
 

 
② 【自己株式等】

    2022年5月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
室町ケミカル株式会社

福岡県大牟田市新勝立町
一丁目38番5

362,800 － 362,800 8.86

計 － 362,800 － 362,800 8.86
 

 
 
２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第3号による普通株式の取得
 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2022年2月15日）での決議状況
（取得期間2022年2月16日～2022年4月30日）

100,000 120,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 100,000 87,641,900

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 32,358,100

当事業年度の末日現在の未行使割合（%） － 26.97

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（%） － 26.97
 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
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区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（譲渡制限付株式報酬による処分） 20,000 24,640 － －

その他（ストック・オプションの権利行
使）

147,150 13,537 950 87

保有自己株式数 362,850 － 361,900 －
 

 
３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様へ安定的な配当を行うことを基本としております。業績、配当性向に加え、企業体質強化・事

業の継続的成長のための内部留保にも配慮しながら、総合的に勘案する方針をとっております。内部留保資金につき

ましては、中長期的な観点から成長が見込まれる分野の事業拡大に向けた設備投資や人材発掘を中心に有効活用して

まいります。

当社の剰余金の配当は、年1回の期末配当を行うことを基本方針としております。配当の決定機関は株主総会であり

ます。第76期事業年度の期末配当金につきましては、当期の業績、今後の事業環境及び事業の継続的成長のための内

部留保などを総合的に勘案し、1株につき19円の普通配当を実施することを決定いたしました。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、中間配当の決定機関は取締役会であります。こ

のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めております。

 
基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円）

2022年8月26日
定時株主総会決議

70,920 19.00
 

 
４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、中長期的な企業価値の向上を目指した経営を推進するための基礎として、当社の企業規模に適したコー

ポレート・ガバナンス体制の構築とその強化に取組んでいます。具体的には、次の三つを実施することで、コーポ

レート・ガバナンスの充実を図っております。なお、2022年8月26日開催の第76回定時株主総会における承認をもっ

て監査等委員会設置会社に移行いたしました。

 
a. 執行側から独立した社外取締役を含む取締役会が、経営に対する実効性の高い監督を行い、透明かつ公正な経

営の仕組みを構築する。

 
b. 取締役会が経営に関する基本方針やその他重要事項について決定するとともに、役員と各本部長等により構成

される経営会議を毎月開催し、業務執行に関する迅速な意思決定を行う。

 
c. 監査等委員会は、社外取締役や内部監査室、会計監査人と緊密な連携を図ることにより、有効性、実効性の高

い監査を実施する。

EDINET提出書類

室町ケミカル株式会社(E36350)

有価証券報告書

25/80



 

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社のコーポレート・ガバナンス体制は次の図のとおりです。

 
a. 企業統治の体制の概要

当社は、会社の機関として株主総会、取締役会、監査等委員会、会計監査人を設置しております。

取締役会は取締役7名（監査等委員である取締役を除く。うち社外取締役1名）、監査等委員である取締役3名

（うち社外取締役2名）の計10名で構成されております。取締役会は年12回定期的に開催されるほか、必要に応じ

て臨時招集できる体制となっております。議長は、代表取締役社長の青木淳一、構成員は、服部英法（取締

役）、髙宮一仁（取締役）、井内聡（取締役）、井ノ口浩俊（取締役）、坂谷孝（取締役）、鳥居玲子（社外取

締役）、中村弘（取締役・常勤監査等委員）、髙橋智（社外取締役・監査等委員）、山本洋臣（社外取締役・監

査等委員）です。

取締役会では業務執行上の重要な事項に関する意思決定や方針決定を行うほか、取締役の業務執行を監督して

おります。

監査等委員会は常勤監査等委員である中村弘を議長とし、髙橋智（社外取締役）、山本洋臣（社外取締役）の3

名で構成されており、うち2名が社外取締役であります。

監査等委員である取締役3名は、取締役会に出席するほか、重要な会議に出席し、取締役の業務の執行を監査・

監督するとともに適宜、提言、助言を行い、年12回、定期的に監査等委員会を開催いたします。

当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で監査契約を締結し、適時適切な監査が実施されております。

経営会議は、取締役、本部長・事業部長、経理部長、総務部長、経営企画室長により構成され、毎月1回開催さ

れております。各本部の業務執行状況の報告や重要案件の進捗報告等により、状況の把握や課題の検討、意思決

定を行い、必要に応じて取締役会に議案として上程しております。

なお、監査等委員でない取締役は青木淳一、服部英法、髙宮一仁、井内聡、井ノ口浩俊、坂谷孝、鳥居玲子

（社外取締役）の7名、監査等委員である取締役は中村弘、髙橋智（社外取締役）、山本洋臣（社外取締役）の3

名、本部長・事業部長は塩野谷涼、境忠司、石橋慎也の3名、経理部長は島大輔の1名、総務部長は高田雄一の1

名、経営企画室長は取締役の井内聡が兼務しています。

コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会は、代表取締役社長の青木淳一を委員長とし、取締役、本部

長・事業部長により構成されております。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス活動に必要な情報の共

有を図るため、また、コンプライアンスの状況を把握し、コンプライアンス違反を未然に防止するとともに、コ

ンプライアンス違反があった場合に対応するために、設置されております。リスク管理委員会は、会社の運営に

関する全社的・総括的なリスク管理の報告及び対応策検討の場として、設置されております。どちらも経営会議

と同日に毎月1回開催されるほか、対処案件が発生した場合は都度臨時で開催されております。

なお、監査等委員でない取締役は青木淳一、服部英法、髙宮一仁、井内聡、井ノ口浩俊、坂谷孝、鳥居玲子

（社外取締役）の7名、監査等委員である取締役は中村弘、髙橋智（社外取締役）、山本洋臣（社外取締役）の3

名、本部長・事業部長は塩野谷涼、境忠司、石橋慎也の3名です。
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指名・報酬委員会は、取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会規程に基づき、社外役員を過半数選任し

て構成し、代表取締役社長を委員長として設置し、取締役等の指名及び報酬等について審議することにより、社

外役員の知見及び助言を活かすとともに、取締役等の指名及び報酬等の決定に関する手続きの公正性・透明性・

独立性・客観性を高め、コーポレートガバナンスの更なる充実を図ります。

なお、委員長は代表取締役社長青木淳一、委員は鳥居玲子（社外取締役）、髙橋智（社外取締役）、山本洋臣

（社外取締役）、井内聡（取締役）の合計5名です。

内部監査室は、代表取締役社長直轄の部門として設置されており、内部監査室長と他部署兼務の室員2名で構成

されております。内部監査計画に基づき、規程の順守状況や業務執行状況を監査し、代表取締役社長へ報告して

おります。

 
b. 当該体制を採用する理由

当社がこのような体制を採用している理由は、この体制により、取締役会の監督機能が強化され、コーポレー

ト・ガバナンスが強化することで、経営の透明性を一層向上させるとともに意思決定のさらなる迅速化を可能と

できるからです。

 
③ 企業統治に関するその他の事項

a. 内部統制システムの整備状況

当社は、2022年8月26日開催の取締役会で決議した「業務の適正を確保するための体制(内部統制システム)に関

する基本方針」に基づき、法令遵守体制、リスク管理体制、情報管理体制等の構築と運用を図っています。基本

方針の内容は以下のとおりです。

(a) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ コンプライアンスを確保するための基礎として、「室町ケミカル企業倫理基本方針」、を定める。また役

員は、コンプライアンス活動を率先垂範する。

ロ コンプライアンス委員会を設置し、「室町ケミカル企業倫理基本方針」に基づき、コンプライアンス推進

体制を構築し、コンプライアンス経営を推進する。

ハ コンプライアンス委員会で決定された基本方針に基づき、コンプライアンス所管部門が取締役及び使用人

への教育研修等の具体的な施策を企画・立案・推進する。教育研修を通じて、各人のコンプライアンスに

対する意識向上を図る。

ニ 内部通報規程を定め、通報・相談窓口を社内・社外に設置することにより、不正行為の早期発見と是正を

図る。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会・取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報については、法令及び「文書管理規

程」「情報セキュリティ規程」等の関連規程に従い、適切に記録し、定められた期間保存・管理する。

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ リスク管理委員会を設置して、当社及びグループ各社の事業活動に伴うリスクを的確に把握し、その顕在

化を防ぐための施策を推進する。

ロ 危機管理規程に則り、各部門はその担当業務に関連して発生しうるリスクの管理を行う。

全社的な管理を必要とするリスクについてはリスク管理委員会がリスクを評価したうえで対応方針を決定

し、これに基づき適切な体制を構築する。

ハ リスク発生時には緊急対策本部を設置し、これにあたる。

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ 定例の取締役会を原則として毎月1回開催し、経営の基本方針など重要事項の決定並びに取締役の業務執行

状況の監督等を行う。

ロ 取締役会で決定された経営の基本方針などに則って業務を執行する執行役員を設置することで、業務執行

と監督を分離し、意思決定プロセスの迅速化を図る。

ハ 業務執行に当たっては業務分掌規程、職務権限規程において責任と権限を定める。

ニ 取締役等の指名・報酬等に係る取締役会の機能の公正性・透明性・独立性・客観性を高めるとともに説明

責任を強化し、当社コーポレートガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関として、指名・報酬

委員会を設置する。

(e) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
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「関係会社管理規程」に基づき、関係会社の管理は、事業部管掌取締役が統括し、毎月職務執行のモニタ

リングを行い、必要に応じて取締役会への報告を行う。

(f) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する体制

イ 当社は、監査等委員会の職務を補助する使用人を配置している。取締役会は監査等委員会と必要に応じて

協議を行い、当該使用人を任命及び配置することができる。

ロ 補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査等委員会に移譲されたものとし、取締役の指揮

命令は受けない。

(g) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の

監査等委員会への報告に関する体制

イ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること

を発見したときは、法令に従い、直ちに監査等委員会に報告する。

ロ 監査等委員は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議に

出席をするとともに、主要な稟議書を閲覧する。

ハ 監査等委員はリスク管理委員会に出席し、必要な報告を受ける。

ニ 監査等委員会は内部統制システムの構築状況及び運用状況についての報告を取締役及び使用人から定期的

に受けるほか、必要と判断した事項については取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

ホ 監査等委員会に対する報告をした者は当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないものとす

る。

(h) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ 監査等委員会は、会社の業務及び財産の状況の調査その他の監査職務の遂行にあたり、内部監査部門と緊

密な連携を保ち、効率的・実効的な監査を実施する。

ロ 監査等委員の職務を執行するうえで必要となる費用は、会社が支払うものとする。

(i) 反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

イ 市民社会の秩序又は安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して毅然とした姿勢で臨み、不当又は

不法な要求に一切応じないことを基本方針として「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、全役員・従

業員に周知徹底する。

ロ 警察当局及び暴力追放運動推進センター等の外部専門機関との連携による情報収集、組織的な対応が可能

となる体制の整備、正常な取引関係を含めた一切の関係の排除に取り組む。

 
b. リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制につきましては、リスク管理委員会のなかで、各部門からのリスク情報を共有するとともに、

社会情勢等を踏まえた様々な事項について議論を行い、対応を進めています。

 
c. 法令遵守体制の整備の状況

法令遵守体制につきましては、コンプライアンス活動に必要な情報の共有を図るため、また、コンプライアン

スの状況を把握し、コンプライアンス違反を未然に防止するとともに、コンプライアンス違反があった場合に対

応するために、コンプライアンス委員会を設置しております。また、従業員等からの組織的又は個人的なコンプ

ライアンス違反事案等に関する相談及び通報の窓口を社内外に設置しております。

 
④ 取締役の損害賠償責任（責任限定契約の概要）

a. 当社と社外取締役3名は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限

度額です。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善

意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
b. 当社は、取締役らが過大な損害賠償責任を負うことで経営判断に際して萎縮することのないよう、会社法第

430条の3第1項に規定する役員損害賠償責任保険（D&O保険）に加入しております。被保険者は、当社及び会社法

上の全ての子会社の役員、執行役、執行役員、管理・監督の立場にある従業員となっており、支払限度額は6億円

であり、スイス損害保険会社と保険契約を締結しております。なお、当該保険の保険料につきましては、取締役

会の承認を踏まえ、会社負担としております。
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⑤ 取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第1項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。これ

は、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備する

ことを目的とするものであります。

 
⑥ 取締役に関する事項

a. 取締役の員数及び任期

当社は、2022年8月26日開催の第76回定時株主総会において承認された定款において、取締役（監査等委員であ

るものを除く。）の員数は8名以内、任期は選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとし、監査等委員である取締役の員数は4名以内、任期は選任後2年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする旨を定めております。

 
b. 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 
⑦ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。

 
⑧ 取締役会決議事項とした株主総会決議事項

a. 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得す

ることができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の遂行を可能にす

ることを目的とするものであります。

 
b. 中間配当

当社は、会社法第454条第5項の規定により、取締役会の決議によって毎年11月30日を基準日として中間配当を

することができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にすることを目的とする

ものであります。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性9名　女性1名(役員のうち女性の比率10.0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長 青木　淳一 1965年8月30日

1986年4月 カネボウ株式会社（現 株式会社カネボウ化

粧品）入社

2005年3月 日東グラステックス株式会社入社

2007年4月 日東紡績株式会社入社

2010年7月 当社入社

2011年10月 当社下妻事業部 工場長（部長）

2013年8月 当社執行役員 つくば工場長（部長）

2014年6月 当社執行役員 生産本部長

2015年8月 当社取締役就任

2016年8月 当社常務取締役就任

2019年12月 当社代表取締役社長就任（現任）

（注）3 292,400

取締役副社長 服部　英法 1955年5月11日

1979年4月 久光製薬株式会社入社

2012年6月 当社入社 経営企画室長（部長）

2013年1月 当社執行役員 西日本営業本部長

 兼 経営企画室長

2013年6月 当社執行役員 営業本部長 兼 経営企画室長

2013年8月 当社取締役就任

2014年8月 当社常務取締役就任

2016年8月 当社専務取締役就任

2017年3月 当社専務取締役

 兼 天洋社薬品株式会社(現 当社）取締役

2017年6月 当社専務取締役 兼 天洋社薬品株式会社(現

当社）代表取締役

2017年8月 当社代表取締役副社長 兼 COO就任

2019年12月 当社取締役副社長就任（現任）

（注）3 152,700

常務取締役 髙宮　一仁 1958年2月1日

1980年4月 兼松株式会社入社

2000年4月 株式会社CHINTAI入社

2001年1月 サンミック商事株式会社（現 日本紙通商株

式会社）入社

2004年5月 株式会社イノアックコーポレーション入社

2012年6月 ムロマチテクノス株式会社（現 当社）入社

海外事業部長

2013年1月 同社国際部長

2014年12月 当社入社 執行役員 国際部長

2015年6月 当社執行役員 医薬国際部長

2017年6月 当社執行役員 営業本部長

2017年8月 当社取締役就任

2019年12月 当社常務取締役就任（現任）

（注）3 77,300

取締役

管理本部長
井内　聡 1974年6月28日

1998年4月 株式会社旭精機入社

2006年10月 リコー九州株式会社（現 リコージャパン株

式会社）入社

2007年1月 当社入社

2012年4月 当社総務部長

2015年6月 当社総務部長 兼 経営企画室長（部長）

2016年6月 当社経営企画室長

2017年6月 当社管理本部長 兼 経営企画室長

2017年8月 当社執行役員 管理本部長 兼 経営企画室長

2018年8月 当社取締役管理本部長

 兼 経営企画室長就任（現任）

（注）3 32,000

取締役

化学品事業部長
井ノ口　浩俊 1963年2月15日

1987年4月 日之出工業株式会社（現 東洋平成ポリマー

株式会社）入社

2002年12月 株式会社ピラミッド入社

2010年9月 当社入社

2011年10月 ムロマチテクノス株式会社(現 当社）出向

2012年4月 同社電子事業部長

2013年1月 同社機能材料部長

2014年12月 当社機能材料部長

2015年6月 当社営業3部長

2017年6月 当社化学品3部長

2017年12月 当社化学品事業部 本部長

 兼 機能材営業部長

2018年6月 当社執行役員 化学品事業部長

 兼 機能材営業部長

2019年12月 当社取締役化学品事業部長

 兼 機能材営業部長就任

2022年6月 当社取締役化学品事業部長就任（現任）

（注）3 26,450
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

医薬品事業部長
坂谷　孝 1966年4月15日

1993年4月 セントラル硝子株式会社入社

2017年8月 株式会社岡安商店（現オカヤス株式会社）

入社

2018年12月 当社入社

2019年4月 当社医薬品事業部　医薬品1部長

2019年12月 当社執行役員 医薬品事業部長

2020年6月 当社執行役員 医薬品事業部長兼医薬品開発

部長

2022年6月 当社執行役員 医薬品事業部長

2022年8月 当社取締役医薬品事業部長就任（現任）

（注）3 500

取締役 鳥居　玲子 1975年4月28日

2001年10月 大阪弁護士会に弁護士登録

ひまわり総合法律事務所入所

2004年11月 福岡県弁護士会に登録替え

近江法律事務所入所（現在に至る）

2021年6月 株式会社高田工業所社外取締役（現任）

2022年8月 当社社外取締役就任（現任）

（注）3 －

取締役

監査等委員
中村　弘 1971年1月31日

1989年4月 九州不二サッシ株式会社（現 不二ライトメ

タル株式会社）入社

1993年2月 東洋電工株式会社入社

1995年2月 東泉工業株式会社入社

1998年2月 当社入社

2012年4月 当社第1製造部長

2013年1月 当社福岡工場長（部長）

2017年6月 当社品質管理本部長

2017年8月 当社執行役員 品質管理本部長

2019年4月 当社執行役員 生産本部長

2019年12月 当社取締役生産本部長就任

2020年10月 当社取締役就任

2022年8月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

（注）4 26,550

取締役
監査等委員

髙橋　智 1972年3月17日

1995年4月 株式会社かずさアカデミアパーク入社

2004年4月 株式会社ワークスアプリケーションズ入社

2005年7月 デンタルサポート株式会社入社

2006年9月 株式会社スタートトゥデイ（現 株式会社

ZOZO）入社

2010年8月 株式会社アクロスザシー設立

代表取締役（現任）

2014年10月 株式会社アイリッジ社外監査役

2016年10月 株式会社シェアードリサーチ社外監査役

（現任）

2017年8月 当社監査役就任

2022年8月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

（注）4 5,500

取締役
監査等委員

山本　洋臣 1969年8月8日

1993年4月 西日本鉄道株式会社入社

2001年11月 トーマツコンサルティング株式会社(現 デ

ロイトトーマツコンサルティング合同会社)

入社

2011年10月 有限責任監査法人トーマツへ転籍

2019年1月 山本経営会計事務所設立　代表（現任）

2019年8月 当社取締役就任

2020年11月 ミライズファイナンシャルアドバイザリー

合同会社設立　代表社員（現任）

2022年8月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

（注）4 800

計 614,200
 

(注) 1.取締役　鳥居玲子、髙橋智、山本洋臣は、社外取締役であります。

2.取締役　鳥居玲子の戸籍上の氏名は永原玲子です。

3.2022年8月26日開催の定時株主総会終結の時から1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までであります。

4.2022年8月26日開催の臨時株主総会終結の時から2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までであります。

 
② 社外役員の状況

当社の社外取締役は3名であります。

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要課題と位置づけており、社外取締役を選任し、独立し

た立場から監督及び監査を十分に行える体制を整備し、経営監視機能の強化に努めております。

社外取締役の鳥居玲子は、企業法務を中心に扱う法律事務所に所属し、弁護士としての幅広い知識・経験を有

し、独立した立場で、当社のコーポレート・ガバナンス体制の強化に貢献できると判断し、選任しています。鳥居

氏とは、人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役の髙橋智は、IPO支援サービスを提供する会社の代表であり、上場企業での管理部門責任者及び社外監

査役経験があること、また、現在当社以外の社外監査役も1社務めており、経営・財務・会計等に関する相当程度の
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知見を有しているため、監査等委員である取締役として適任であると判断し、選任しています。髙橋氏は、当社の

普通株式5,500株を所有しておりますが、それ以外に人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。

社外取締役の山本洋臣は、監査法人でのコンサルティング業務経験及び会計事務所経営を通じての会社の経営に

関する豊富な知識・経験に基づき、経営計画、事業戦略等についての助言を頂くことで、経営体制の強化ができる

ことから、監査等委員である取締役として適任であると判断し、選任しています。山本氏は、当社の普通株式800株

及び新株予約権による潜在株式5,000株を所有しておりますが、それ以外に人的関係、資本的関係、又は取引関係そ

の他の利害関係はありません。

社外取締役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割に関しては、コーポレート・ガバナンスにおい

て、外部からの客観的、中立的立場からの経営監視の機能が重要と考えており、社外取締役による取締役会の監督

機能及び監査等委員である社外取締役による独立した立場からの監査が実施されることにより、外部からの経営監

視機能が十分に機能する体制となっております。

当社の社外取締役を選任するための会社からの独立性に関する基準は下記のとおりであり、選任に当たっては、

経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十分な独立

性が確保できることを前提に判断しております。

 
（独立性基準）

社外取締役の選任にあたり、次の各項目のいずれにも該当しないと判断される場合に、独立性を有しているもの

と判断する。

1.当社の業務執行者又は過去10年間において当社の業務執行者であった者

2.当社の主要株主（議決権所有割合10%以上の株主）又はその業務執行者

3.当社が主要株主となっている者又はその業務執行者

4.当社グループの主要な取引先（※）又はその業務執行者

5.当社から役員報酬以外に年間1千万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は

法律専門家

6.当社の会計監査人である監査法人に所属する者

7.当社から年間1千万円を超える寄付を受けている者

8.当社の業務執行者を役員に選任している会社の業務執行者

9.上記2から8のいずれかに過去3年間において該当していた者

10.上記1から9までのいずれかに該当する者の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の家族

※販売先においては、年間の売上高が直近事業年度における売上高の2％を超える取引先。支払先においては、年

間の支払額が当該取引先の直近事業年度における売上高の2％を超える取引先。借入先においては、借入額が直

近事業年度末の総資産の2％超える取引先。

 
③ 社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との

関係

監査等委員である社外取締役は、常勤監査等委員から内部監査担当者及び会計監査人との連携状況についての報

告を受け、必要に応じて内部監査、会計監査人との相互連携を図るとともに、管理部門との連携を密にして経営情

報を入手しております。また、社外取締役を含む取締役は監査等委員である取締役と適宜会合を持ち意思疎通を

図っていくこととしております。 

 
(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

監査役会は、常勤監査役1名、独立性を有した監査役2名から構成されております。監査役会で定められた監査方

針、監査計画に基づいて、取締役会や経営会議等の重要な会議に出席しているほか、重要書類の閲覧、取締役及び

各部門長とのヒアリングや内部監査室との意見交換等を通じ、業務執行状況や会計処理に関する監査を行っており

ます。また、監査役及び内部監査室は、定期的に会計監査人と三者によるミーティングを行うとともに、内部統制

部門と意見交換を行い、相互の連携を深め、監査の実効性及び効率性の向上を図っております。

なお、監査役の髙橋智は、IPO支援サービスを提供する会社の代表であり、上場企業での管理部門責任者及び社外

監査役経験があり、経営・財務・会計等に関する相当程度の知見を有しています。監査役の井口浩明は、税理士資

格を有し、博多税務署長を務めるなど、税務署での長い経験があり、財務・会計・税務等に関する相当程度の知見

EDINET提出書類

室町ケミカル株式会社(E36350)

有価証券報告書

32/80



を有しています。

当事業年度において当社は監査役会を月1回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであり

ます。

氏名 開催回数 出席回数

田中　知樹 16回 16回

髙橋　　智 16回 16回

井口　浩明 16回 16回
 

監査役会における主な検討事項として、監査計画の策定、監査報告書の作成、取締役会・経営会議の議事内容の

確認、内部監査室との連携、監査法人の監査の方法及び結果の相当性等があります。

また、常勤監査役の活動として、取締役及び使用人とのコミュニケーション、取締役会その他重要な会議への出

席、稟議書の確認、営業日報の確認、接待交際費の確認、実地棚卸の立会確認、会計監査人からの監査の実施状

況・結果報告の確認、日本監査役協会の研修及び情報取得等を行っております。

 
② 内部監査の状況

当社の内部監査は、代表取締役直轄の内部監査室を設置し、専従者1名及び兼務者2名体制で実施しております。

内部監査室は事業年度毎に内部監査計画書を作成し、各部門の業務活動全般に関し、業務分掌、職務権限、社内諸

規程やコンプライアンス等の観点から適正かつ効率的に行われているかを監査しております。監査結果は、代表取

締役及び監査役に報告しております。

 
③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

 
b．継続監査期間

 2019年5月期以降の4年間

 

c. 業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　増村　正之

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　宮嵜　　健

 

d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士3名、その他17名であります。

 

e. 監査法人の選定方針と理由

当社は、会計監査人の選定にあたって、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定

基準策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえて監査役会が策定した「会計監査人の評価及び選定基準」に基

づき、会計監査人候補者から会計監査人の概要、監査の実施体制等、監査報酬の見積額について書面を入手し、

面談、質問等を通じて検討を行ったうえで選定することとしております。現会計監査人の有限責任監査法人トー

マツは、監査法人としての実績、当社の業務規模に対して監査業務を充分対応しうる体制を有していたこと、監

査計画、監査内容、監査日程等に対する監査費用が合理時かつ妥当であったこと等を総合的に判断して選定して

おります。

なお、監査役会は、会計監査人を上記「会計監査人の評価及び選定基準」に基づき、会計監査人に求められる

独立性、専門性及び品質管理等の評価を行ったうえで、再任又は不再任の決定を行うこととしております。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に規定される事項に該当すると認められる場合に、

監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 
f. 監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等

の実務指針」を踏まえて策定した、独立性、専門性及び品質管理等に係る評価基準に基づき、会計監査人に対す
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る年次評価を行うこととしております。

なお、有限責任監査法人トーマツについては、上記評価基準に基づく評価の結果、当社の会計監査人として適

切であると評価しております。

 
④ 監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 23,500 1,500 23,700 －
 

(注) 当社における非監査業務の内容は、前事業年度においては、コンフォートレター作成業務であります。

 
b. 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a．を除く）

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 － 2,200 － 2,200
 

(注) 当社における非監査業務の内容は、税務申告業務に関するアドバイザリー業務等であります。

 
c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d. 監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査公認会計士等の監査計画、監査内容、監査日程

等を十分に勘案したうえで、監査役会の同意を得て決定することとしています。

 

e. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役、社

内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて、前事業年度における職務執行状況や報酬額

の見積りの算定根拠、並びに当事業年度の会計監査人の監査計画の内容及び報酬額の見積りの妥当性を検討した

結果、会計監査人の報酬等につき相当であると判断し、会社法第399条第1項の同意を行っております。

 

(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社の経営理念を具現化する人材を継続的に確保し、株主をはじめとするステークホルダーに対する企業価値を

絶えず向上させるために期待される役割を果たす意欲を十分に引き出す内容とするため、2021年7月14日開催の取締

役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。方針の内容は次のとおりで

す。

 

株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会の決議により一任された代表取締役社長が、各取締役の

職務の内容及び実績・成果等を勘案して、報酬額を決定する（改定時期は毎年8月を基本とする。ただし毎年改定す

ることを前提とはしない。）。取締役の報酬は月毎に支払う基本報酬（固定額）及び株式報酬とする。

 

当社の取締役の報酬等の総額等に関する株主総会決議年月日は2010年6月14日であり、取締役の報酬額を「年額

150百万円以内」と決議しております（決議時点の取締役の員数は10名）。また、監査役の報酬は、2017年8月31日

に「年額20百万円以内」と決議しております（決議時点の監査役の員数は3名）。

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、取締役会の委任をうけた代表取締役社長が各取締役の役

割、貢献度、業績の評価に基づき検討を行っているため、取締役会もその判断を尊重し、決定方針に沿うものであ

ると判断しております。

当事業年度においては、2021年8月27日開催の取締役会において代表取締役社長青木淳一に各取締役の個人別の報

酬額の決定を委任しております。権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰し、各取締役の評価を行うことに
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ついて代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。各監査役の報酬は、監査役の協議で決定をし

ております。

 
なお、2022年8月26日開催の第76回定時株主総会における承認をもって監査等委員会設置会社に移行したことに伴

い、取締役（監査等委員を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針について、同日開催の取締役会におい

て改訂の決議を行っております。改訂後の方針の内容は次のとおりです。

 
1.基本方針

当社取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ）の報酬は、当社の経営理念を具現化する人材を継続

的に確保し、株主をはじめとするステークホルダーに対する企業価値を絶えず向上させる為に期待される役割を

果たす意欲を十分に引き出す内容とする。

具体的には、取締役の報酬は、基本報酬及び株式報酬により構成する。また、取締役の報酬の内容について株

主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任を十分に果たすべく、報酬の内容及び決定手続の両面にお

いて、公正性・透明性・客観性を備えるものとする。

2.基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬を支給する時期又は条件の決定に関する

方針を含む。）

当社取締役の基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、実績等に応じて定めるも

のとし、業績、他社水準、社会情勢等を勘案して、指名・報酬委員会の答申を踏まえ、適宜見直しを図るものと

する。

3.非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬を支給する時期又は条件の決定に関する

方針を含む。）

取締役に対し、その在任中に一定の株式を取得、保有させることで株主との一層の価値共有を図るとともに中

長期業績向上のためのインセンティブを与えることを目的とし、譲渡制限の解除を退任時とする譲渡制限付株式

を、毎年、一定の時期に付与する。付与する譲渡制限付株式の個数は、役位、職責、実績、株価等を踏まえて決

定する。

4.基本報酬の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模及び従業員規模、関連する業種・業態に属す

る企業等を参考とした報酬水準を踏まえ、指名・報酬委員会において検討を行う。

取締役会（以下5の委任を受けた代表取締役社長）は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示され

た種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬：非金銭報酬＝80％：20％とする。

5.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、各取締役の役割、貢献度、業績の

評価に基づき、取締役会から一任された代表取締役社長が決定する（改定時期は毎年8月を基本とする。ただし毎

年改定することを前提とはしない。）。

なお、取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案を諮

問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役社長は、当該答申の内容を尊重して決定する。
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② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 非金銭報酬等 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

129,216 115,200 2,886 11,130 7

監査役
(社外監査役を除く。)

9,249 8,100 169 980 1

社外役員 9,358 8,850 218 290 3
 

 
③ 役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
④ 使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 
(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株価

の値上がり、又は配当による利益確保を目的として保有する株式を純投資目的である投資株式とし、取引先との

関係強化、情報収集等を目的として保有する株式は、純投資目的以外の目的である投資株式としております。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a. 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

当社は、事業上重要な取引先との安定的・長期的な取引関係の構築、業務提携、又は協働ビジネス展開の円

滑化及び強化等の観点から、資本コスト等を踏まえ当社の中長期的な企業価値の向上を目的として、係る取引

先の株式を政策的に保有しております。政策保有株式については、取締役会で検証しており、政策保有先ごと

に中長期的な経済合理性や当社の事業戦略等の観点から中長期的な企業価値の向上という目的に資するかどう

かを判断し、資本コスト・取引状況を鑑み、保有意義の薄れた株式については、政策保有先の状況等を勘案し

たうえで売却を進めるものとしております。また、議決権行使につきましては、議案の内容を精査し企業価値

向上を期待できるかなど総合的に判断しております。

 
b. 銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 1 401

非上場株式以外の株式 1 43,710
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(千円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 2,108 業務提携関係の維持・強化
 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。
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c. 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

東亞合成株式会社

42,685.55 40,902.12

取引関係（アロンアルフア®販売関連）等の
強化のため、取引先持株会の会員として保有
しており、毎月一定額を拠出していることに
より、株式数が増加しております。定量的な
保有効果によって今後更なる売上増加の見込
みを立てることは困難ですが、保有目的の適
切性、リスクに対する資本コストの比較等に
より保有の合理性を検証しております。

無

43,710 48,428

 

　

みなし保有株式

該当事項はありません。

 
③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 
④ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤ 当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

1　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 
2　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、事業年度(2021年6月1日から2022年5月31日まで)の財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 
3　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 
4　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人との連携や

各種セミナー等への積極的な参加を行っております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※1  1,000,373 865,361

  受取手形 163,992 159,439

  電子記録債権 607,412 562,555

  売掛金 829,310 964,143

  契約資産 － 17,497

  商品及び製品 456,381 470,743

  仕掛品 70,343 28,347

  原材料及び貯蔵品 330,048 380,241

  前渡金 7,466 13,723

  前払費用 16,708 17,770

  その他 12,478 14,856

  流動資産合計 3,494,514 3,494,680

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※1  801,258 ※1  821,679

    減価償却累計額 △441,963 △468,215

    建物（純額） 359,295 353,463

   構築物 ※1  170,578 ※1  171,278

    減価償却累計額 △139,022 △144,298

    構築物（純額） 31,556 26,980

   機械及び装置 ※1  1,240,012 ※1  1,263,944

    減価償却累計額 △1,091,010 △1,117,048

    機械及び装置（純額） 149,002 146,895

   車両運搬具 14,793 15,191

    減価償却累計額 △14,046 △14,502

    車両運搬具（純額） 747 688

   工具、器具及び備品 271,565 273,606

    減価償却累計額 △248,833 △253,649

    工具、器具及び備品（純額） 22,732 19,956

   一括償却資産 1,653 2,424

   土地 ※1  260,431 ※1  260,431

   リース資産 7,530 7,530

    減価償却累計額 △4,051 △5,371

    リース資産（純額） 3,479 2,159

   建設仮勘定 5,220 95,054

   有形固定資産合計 834,118 908,054

  無形固定資産   

   ソフトウエア 12,707 18,129

   ソフトウエア仮勘定 － 21,902

   無形固定資産合計 12,707 40,031
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  48,829 ※1  44,111

   出資金 30 30

   長期前払費用 7,148 20,467

   繰延税金資産 161,646 231,436

   その他 53,329 59,259

   投資その他の資産合計 270,984 355,304

  固定資産合計 1,117,810 1,303,391

 資産合計 4,612,324 4,798,071
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 35,746 41,818

  電子記録債務 160,600 131,492

  買掛金 ※1  370,584 ※1  664,230

  短期借入金 ※1,※2  850,000 ※1,※2  700,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  202,480 ※1  202,480

  リース債務 1,452 838

  未払金 45,217 47,960

  未払費用 119,091 101,421

  未払法人税等 61,452 25,680

  前受金 14,604 －

  契約負債 － 29,942

  預り金 27,606 29,285

  賞与引当金 203,458 183,383

  その他 22,628 66,821

  流動負債合計 2,114,923 2,225,354

 固定負債   

  長期借入金 ※1  985,560 ※1  783,080

  リース債務 2,374 1,536

  退職給付引当金 15,144 18,300

  役員退職慰労引当金 132,565 60,965

  資産除去債務 26,227 26,227

  その他 1,527 1,527

  固定負債合計 1,163,399 891,636

 負債合計 3,278,323 3,116,990

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 143,172 143,172

  資本剰余金   

   資本準備金 83,172 83,172

   その他資本剰余金 600,629 602,809

   資本剰余金合計 683,802 685,981

  利益剰余金   

   利益準備金 7,804 13,302

   その他利益剰余金   

    別途積立金 350,000 350,000

    固定資産圧縮積立金 2,397 2,174

    繰越利益剰余金 190,545 586,561

   利益剰余金合計 550,748 952,038

  自己株式 △58,133 △109,777

  株主資本合計 1,319,589 1,671,415

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 14,411 9,664

  評価・換算差額等合計 14,411 9,664

 純資産合計 1,334,001 1,681,080

負債純資産合計 4,612,324 4,798,071
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2020年6月1日

　至　2021年5月31日)

当事業年度
(自　2021年6月1日

　至　2022年5月31日)

売上高   

 製品売上高 3,257,499 3,517,111

 商品売上高 1,685,464 2,163,987

 売上高合計 4,942,963 ※1  5,681,099

売上原価   

 製品売上原価   

  製品期首棚卸高 292,560 245,864

  当期製品製造原価 1,940,422 2,229,336

  合計 2,232,982 2,475,201

  製品期末棚卸高 245,864 207,888

  製品売上原価 1,987,117 2,267,312

 商品売上原価   

  商品期首棚卸高 119,208 210,516

  当期商品仕入高 1,395,585 1,733,319

  合計 1,514,793 1,943,835

  商品期末棚卸高 210,516 262,854

  商品売上原価 1,304,277 1,680,980

 売上原価合計 ※2  3,291,395 ※2  3,948,293

売上総利益 1,651,568 1,732,806

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 131,850 132,150

 給料及び手当 411,364 449,579

 法定福利費 98,321 103,399

 賞与引当金繰入額 107,736 100,596

 退職給付費用 10,855 13,940

 株式報酬費用 － 3,544

 役員退職慰労引当金繰入額 13,875 12,400

 減価償却費 26,492 23,273

 研究開発費 ※3  32,020 ※3  29,027

 その他 449,716 427,552

 販売費及び一般管理費合計 1,282,231 1,295,464

営業利益 369,336 437,341

営業外収益   

 受取利息 2 4

 受取配当金 1,353 1,587

 補助金収入 3,663 －

 保険金収入 2,835 3,766

 受取補償金 － 2,000

 スクラップ売却益 98 1,158

 その他 1,246 1,935

 営業外収益合計 9,199 10,452

営業外費用   

 支払利息 27,677 17,007

 為替差損 6,897 5,454

 支払手数料 1,000 1,754

 その他 3,638 536

 営業外費用合計 39,213 24,752
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2020年6月1日

　至　2021年5月31日)

当事業年度
(自　2021年6月1日

　至　2022年5月31日)

経常利益 339,322 423,041

特別利益   

 固定資産売却益 ※4  89 ※4  3,947

 特別利益合計 89 3,947

特別損失   

 固定資産売却損 ※5  209 －

 固定資産除却損 ※6  1,190 ※6  1,384

 投資有価証券売却損 1,762 －

 減損損失 ※7  136,633 －

 特別損失合計 139,794 1,384

税引前当期純利益 199,616 425,603

法人税、住民税及び事業税 42,160 37,041

法人税等調整額 △23,258 △67,710

法人税等合計 18,902 △30,668

当期純利益 180,714 456,272
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　2020年6月1日
至　2021年5月31日)

当事業年度
(自　2021年6月1日
至　2022年5月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  1,009,795 50.8 1,238,098 56.6

Ⅱ　労務費  597,667 30.1 584,618 26.7

Ⅲ　経費 ※1 380,352 19.1 364,623 16.7

　　当期総製造費用  1,987,816 100.0 2,187,340 100.0

　　仕掛品期首棚卸高  22,949  70,343  

　　　　　　合計  2,010,765  2,257,683  

　　仕掛品期末棚卸高  70,343  28,347  

　　当期製品製造原価  1,940,422  2,229,336  
 

 

(注) ※1 主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

外注加工費 53,491 61,653

減価償却費 97,660 77,960

修繕費 17,593 23,920

消耗品費 38,906 38,934
 

 

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2020年6月1日　至　2021年5月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
固定資産圧縮

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 60,000 － － － 7,656 350,000 3,679 10,183

当期変動額         

新株の発行 83,172 83,172  83,172     

利益準備金の積立     148   △148

剰余金の配当        △1,485

固定資産圧縮積立金

の取崩
      △1,281 1,281

当期純利益        180,714

自己株式の処分   600,629 600,629     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 83,172 83,172 600,629 683,802 148 － △1,281 180,362

当期末残高 143,172 83,172 600,629 683,802 7,804 350,000 2,397 190,545
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計利益剰余金

合計

当期首残高 371,518 △189,271 242,247 10,006 10,006 252,253

当期変動額       

新株の発行   166,345   166,345

利益準備金の積立   －   －

剰余金の配当 △1,485  △1,485   △1,485

固定資産圧縮積立金

の取崩
  －   －

当期純利益 180,714  180,714   180,714

自己株式の処分  131,138 731,768   731,768

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   4,405 4,405 4,405

当期変動額合計 179,229 131,138 1,077,342 4,405 4,405 1,081,748

当期末残高 550,748 △58,133 1,319,589 14,411 14,411 1,334,001
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当事業年度(自　2021年6月1日　至　2022年5月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
固定資産圧縮

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 143,172 83,172 600,629 683,802 7,804 350,000 2,397 190,545

当期変動額         

利益準備金の積立     5,498   △5,498

剰余金の配当        △54,982

固定資産圧縮積立金

の取崩
      △223 223

当期純利益        456,272

自己株式の取得         

自己株式の処分（新

株予約権の行使）
  △19,756 △19,756     

譲渡制限付株式報酬   21,936 21,936     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － 2,179 2,179 5,498 － △223 396,015

当期末残高 143,172 83,172 602,809 685,981 13,302 350,000 2,174 586,561
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計利益剰余金

合計

当期首残高 550,748 △58,133 1,319,589 14,411 14,411 1,334,001

当期変動額       

利益準備金の積立   －   －

剰余金の配当 △54,982  △54,982   △54,982

固定資産圧縮積立金

の取崩
  －   －

当期純利益 456,272  456,272   456,272

自己株式の取得  △87,641 △87,641   △87,641

自己株式の処分（新

株予約権の行使）
 33,294 13,537   13,537

譲渡制限付株式報酬  2,703 24,640   24,640

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   △4,747 △4,747 △4,747

当期変動額合計 401,290 △51,643 351,826 △4,747 △4,747 347,079

当期末残高 952,038 △109,777 1,671,415 9,664 9,664 1,681,080
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2020年6月1日

　至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日

　至 2022年5月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 199,616 425,603

 減価償却費 124,322 101,233

 減損損失 136,633 －

 株式報酬費用 － 3,936

 賞与引当金の増減額（△は減少） 10,379 △20,074

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △447 3,155

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,875 △71,600

 受取利息及び受取配当金 △1,356 △1,592

 支払利息 27,677 17,007

 自己株式取得費用 － 754

 固定資産除却損 1,190 1,384

 固定資産売却損益（△は益） 120 △3,947

 売上債権の増減額（△は増加） 202,616 △85,423

 棚卸資産の増減額（△は増加） △121,459 △22,558

 仕入債務の増減額（△は減少） 9,516 270,999

 その他の資産の増減額（△は増加） 13,220 △28,241

 その他の負債の増減額（△は減少） △101,679 12,358

 小計 514,224 602,995

 利息及び配当金の受取額 1,357 1,592

 利息の支払額 △26,982 △16,805

 法人税等の支払額 △1,127 △62,877

 法人税等の還付額 198 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 487,669 524,905

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △49,040 △146,107

 有形固定資産の売却による収入 95 3,947

 無形固定資産の取得による支出 △6,809 △24,225

 投資有価証券の取得による支出 △2,012 △2,108

 投資有価証券の売却による収入 4,500 －

 敷金及び保証金の差入による支出 △5,339 △886

 敷金及び保証金の回収による収入 5,972 423

 保険積立金の積立による支出 △5,648 △5,648

 その他 547 △1,674

 投資活動によるキャッシュ・フロー △57,734 △176,280

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △800,000 △150,000

 長期借入金の返済による支出 △405,552 △202,480

 リース債務の返済による支出 △1,588 △1,452

 株式の発行による収入 166,345 －

 自己株式の取得による支出 － △88,396

 ストックオプションの行使による収入 － 13,537

 自己株式の処分による収入 731,768 －

 配当金の支払額 △1,485 △54,845

 財務活動によるキャッシュ・フロー △310,512 △483,635

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 119,423 △135,011

現金及び現金同等物の期首残高 880,950 1,000,373

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,000,373 ※1  865,361
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【注記事項】

(重要な会計方針)

1　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
2　棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

 
3　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年4月

1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　9～38年

機械装置　　　　　　8～10年

工具、器具及び備品　5～15年

 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア(自社利用分)　　　　5年(社内における利用可能期間)

 
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
4　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 
5　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しており

ます。

 
(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から中小企業退職金共済からの給付見込

額を控除した額を退職給付引当金として計上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。
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6　収益及び費用の計上基準

製品又は商品の販売に係る収益は、医薬品、健康食品、化学品の製造及び販売並びに商品の販売等であり、顧客

との販売契約に基づいて製品又は商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品又は商品を引

き渡す一時点において、顧客が当該製品又は商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を

認識しております。ただし、水処理装置に係る売上について、一定の期間にわたり認識する方法を採用しておりま

す。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないものの、当該履行義務を充足する際に発

生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益を認識しております。

 
7　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 
 

(重要な会計上の見積り)

（繰延税金資産の回収可能性）

1　当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

繰延税金資産（純額） 161,646千円 231,436千円

繰延税金負債と相殺前の金額 168,689千円 236,544千円
 

 
2　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 算出方法

当社は、企業会計上の資産・負債と税務上の資産・負債との差額である一時差異等について税効果会計を適用

し、繰延税金資産及び繰延税金負債を計上しております。

 
(2) 主要な仮定

将来減算一時差異等に対して、将来の事業計画等に基づく課税所得及びタックスプランニングに基づき、繰延

税金資産の回収可能性を判断しております。

 
(3) 翌事業年度の財務諸表に与える影響

当該見積りは、今後の経営環境の変化等によって影響を受ける可能性があり、新型コロナウイルス感染症の影

響等により実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の財務諸表において、

繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 
 

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等を当

事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、水処理装置に係る売上について、従来は、一時点で収益を認識しておりましたが、一定の期間にわた

り認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないものの、

当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益を認識し

ております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ますが、繰越利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、従来の方法に比べて、当事業年度の貸借対

照表は、契約資産は17,497千円増加し、仕掛品は17,497千円減少しております。当事業年度の損益計算書は、売上高

が17,497千円、売上原価が17,497千円、それぞれ増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」

は、当事業年度より「売掛金」、「契約資産」と表示することといたしました。また、「流動負債」に表示していた
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「前受金」は、当事業年度より「契約負債」として表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-2項

に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

また、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注記につ

いては記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。)等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　

2019年7月4日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。これによる財務諸表に与える影響はありません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項の注記を行うこととい

たしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年7月4

日）第7-4項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前事業年度に係るものについては記載しておりませ

ん。

 

 
(未適用の会計基準等)

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年6月17日）

 
（1）概要

投資信託の時価の算定及び注記に関する取扱い並びに貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等に出資の時

価の注記に関する取扱いが定められました。

 
（2）適用予定日

2023年5月期の期首から適用予定であります。

 
（3）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用による財務諸表に与える影響は評価中であります。

 
 
 
(表示方法の変更)

（損益計算書関係）

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「スクラップ売却益」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前

事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた1,344千円は、「スク

ラップ売却益」98千円、「その他」1,246千円として組替えております。
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(貸借対照表関係)

※1 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

現金及び預金 33,000千円 －千円

建物 131,772千円 117,498千円

構築物 156千円 148千円

機械及び装置 103,985千円 77,237千円

土地 170,597千円 170,597千円

投資有価証券 37,059千円 32,051千円

計 476,571千円 397,533千円
 

 
 

前事業年度
(2021年5月31日)

当事業年度
(2022年5月31日)

短期借入金 412,121千円 127,272千円

長期借入金(1年内返済予定の長期借入金を含む) 1,098,300千円 930,500千円

買掛金 22,389千円 21,337千円

計 1,532,810千円 1,079,110千円
 

 
※2 貸出コミットメント及び財務制限条項

当社は、短期運転資金を機動的かつ安定的に調達するため取引銀行5行とコミットメントライン契約(シンジケート

方式)を締結しております。

事業年度末におけるコミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりです。

 
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

コミットメントの総額 1,650,000千円 1,650,000千円

借入実行残高 850,000千円 700,000千円

差引額 800,000千円 950,000千円
 

 
この契約には、次の財務制限条項が付されております。

(1) 2020年5月期以降、各年度の決算期における貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持

すること。

(2) 2020年5月期以降、各年度の決算期における損益計算書に示される経常損益が2期連続して損失とならないよう

にすること。

 
 

(損益計算書関係)

※1 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益のみとなっております。

 
※2 期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれております。

（△は戻入額）

前事業年度
(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

△43,756千円 △35,508千円
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※3 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

研究開発費 32,020千円 29,027千円
 

 

※4 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

機械及び装置 －千円 3,947千円

車両運搬具 89千円 －千円

合計 89千円 3,947千円
 

 

※5 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

機械及び装置 172千円 －千円

工具、器具及び備品 36千円 －千円

合計 209千円 －千円
 

　

※6 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

建物 948千円 192千円

構築物 73千円 －千円

機械及び装置 6千円 0千円

工具、器具及び備品 161千円 1,191千円

合計 1,190千円 1,384千円
 

 
※7 減損損失

前事業年度(自 2020年6月1日 至 2021年5月31日)

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

福岡県大牟田市 健康食品ゼリー製造設備
建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、
工具、器具及び備品

 

当社は、原則として、商材を基準としてグルーピングを行っております。

健康食品事業の事業計画との乖離があり、回収可能性の見込みが立たないことから、資産について回収可能価

額が帳簿価額を下回った資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（136,633千

円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物86,771千円、構築物166千円、機械及び装置45,401千円、

車両運搬具168千円、工具、器具及び備品4,125千円であります。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスの場合は回収可能価

額を零とみなしております。

 
当事業年度(自 2021年6月1日 至 2022年5月31日)

該当事項はありません。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2020年6月1日　至　2021年5月31日）

1　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 775,000 3,320,500 － 4,095,500
 

(注) 発行済株式の普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加（1株を5株に分割） 3,100,000株

オーバーアロットメントによる売出に関連した第三者割当増資による増加 220,500株
 

 
2　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 280,000 1,120,000 970,000 430,000
 

(注) 1.自己株式の普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加（1株を5株に分割） 1,120,000株
 

2.自己株式の普通株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

有償一般募集（ブックビルディングによる募集）による自己株式処分による減少 970,000株
 

 
3　新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

2020年ストックオプション
としての新株予約権

普通株式 － － － － (注)
 

(注) 付与時点においては未公開企業であり、単価あたりの本源的価値は零であるため、残高はありません。また、権

利行使期間の初日が到来しておりません。

 
4　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2020年8月27日
定時株主総会

普通株式 1,485 3 2020年5月31日 2020年8月28日
 

(注) 2020年10月15日付で普通株式1株を5株に分割する株式分割を行っております。当該株式分割が前事業年度の期首

に行われたと仮定した場合の1株当たり配当額は0.6円であります。

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年8月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 54,982 15 2021年5月31日 2021年8月30日
 

 
当事業年度(自　2021年6月1日　至　2022年5月31日）

1　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,095,500 － － 4,095,500
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2　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 430,000 100,000 167,150 362,850
 

(注) 1.自己株式の普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の取得による増加 100,000株
 

2.自己株式の普通株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

ストックオプションの行使による自己株式処分による減少 147,150株

譲渡制限付株式報酬による自己株式処分による減少 20,000株
 

 

3　新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

2020年ストックオプション
としての新株予約権

－ － － － － (注)
 

(注) 付与時点においては未公開企業であり、単価あたりの本源的価値は零であるため、残高はありません。

 
4　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2021年8月27日
定時株主総会

普通株式 54,982 15 2021年5月31日 2021年8月30日
 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年8月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 70,920 19 2022年5月31日 2022年8月29日
 

 

 
(キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

現金及び預金 1,000,373千円 865,361千円

預入期間が3か月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 1,000,373千円 865,361千円
 

 
 
(リース取引関係)

1　ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

2　オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

1年内 8,712千円 －千円

1年超 －千円 －千円

合計 8,712千円 －千円
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(金融商品関係)

前事業年度（自　2020年6月1日　至　2021年5月31日）

 
1　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、主に医薬品・化学品・健康食品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、自己資金及び

金融機関からの借入により資金調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券

は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、ほとんど1年以内の支払期日であります。借入金及び

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償

還日は決算日後、最長で4年後であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。業務推進部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を

管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

 
② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、取引先企業との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売上

高の1.5か月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

 
(5) 信用リスクの集中

当期の決算日現在における営業債権のうち36％が特定の大口顧客に対するものであります。
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2　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注2)を参照ください。)。

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,000,373 1,000,373 －

(2) 受取手形 163,992 163,992 －

(3) 電子記録債権 607,412 607,412 －

(4) 売掛金 829,310 829,310 －

(5) 投資有価証券 48,428 48,428 －

資産計 2,649,517 2,649,517 －

(1) 支払手形 35,746 35,746 －

(2) 電子記録債務 160,600 160,600 －

(3) 買掛金 370,584 370,584 －

(4) 短期借入金 850,000 850,000 －

(5) 長期借入金 1,188,040 1,186,057 △1,982

負債計 2,604,972 2,602,989 △1,982
 

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形（3）電子記録債権、並びに(4) 売掛金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 
(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。　

 
負 債

(1) 支払手形(2) 電子記録債務、(3) 買掛金、並びに(4) 短期借入金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 
(5) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。なお、1年内返済予定の金額を含めて記載しております。

 
(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

区分 前事業年度(千円)

非上場株式 401
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であることから、「(5)投資有価証券」

には含めておりません。

 
(注3) 金銭債権の決算日後の償還予定額

 
1年以内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,000,373 － － －

受取手形 163,992 － － －

電子記録債権 607,412 － － －

売掛金 829,310 － － －

合計 2,601,088 － － －
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(注4) 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

 
1年以内
(千円)

1年超
2年以内
(千円)

2年超
3年以内
(千円)

3年超
4年以内
(千円)

4年超
5年以内
(千円)

5年超
(千円)

短期借入金 850,000 － － － － －

長期借入金 202,480 202,480 165,880 617,200 － －

合計 1,052,480 202,480 165,880 617,200 － －
 

 

当事業年度（自　2021年6月1日　至　2022年5月31日）

 
1　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、主に医薬品・化学品・健康食品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、自己資金及び

金融機関からの借入により資金調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、電子記録債権、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。投

資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、ほとんど1年以内の支払期日であります。借入金及び

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償

還日は決算日後、最長で3年後であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、受取手形、電子記録債権、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリ

スク低減を図っております。業務推進部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

 
② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、取引先企業との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売上

高の1.5か月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

 
(5) 信用リスクの集中

当期の決算日現在における営業債権のうち26％が特定の大口顧客に対するものであります。
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2　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券    

その他有価証券 43,710 43,710 －

長期借入金 985,560 984,602 △957
 

(*1)「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「契約資産」「支払手形」「電子記録債務」「買掛

金」「短期借入金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下

のとおりであります。

区分 当事業年度(千円)

非上場株式 401
 

(*3) 「長期借入金」は、1年以内返済予定の金額を含んでおります。

 
(注1) 金銭債権の決算日後の償還予定額

 
1年以内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 865,361 － － －

受取手形 159,439 － － －

電子記録債権 562,555 － － －

売掛金 964,143 － － －

合計 2,551,500 － － －
 

 
(注2) 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

 
1年以内
(千円)

1年超
2年以内
(千円)

2年超
3年以内
(千円)

3年超
4年以内
(千円)

4年超
5年以内
(千円)

5年超
(千円)

短期借入金 700,000 － － － － －

長期借入金 202,480 165,880 617,200 － － －

合計 902,480 165,880 617,200 － － －
 

 

3　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類し

ております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時間の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価(千円)

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

株式 43,710 － － 43,710
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(2)時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価(千円)

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期借入金 － 984,602 － 984,602
 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

株式は上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。当該上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル1の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金のうち変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入後から当事業

年度末まで大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に

よっており、レベル2の時価に分類しております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

 
 
(有価証券関係)

1　その他有価証券

前事業年度(2021年5月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 48,428 27,704 20,724

小計 48,428 27,704 20,724

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 － － －

小計 － － －

合計 48,428 27,704 20,724
 

(注) 非上場株式（貸借対照表計上額401千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
当事業年度(2022年5月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 43,710 29,812 13,897

小計 43,710 29,812 13,897

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 － － －

小計 － － －

合計 43,710 29,812 13,897
 

(注) 非上場株式（貸借対照表計上額401千円）については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

 
2　売却したその他有価証券

前事業年度(自 2020年6月1日 至 2021年5月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 4,500 － 1,762
 

 
当事業年度(自 2021年6月1日 至 2022年5月31日)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

1　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職金規程に基づく退職一時金制度を設けており、給付額の一部を中小企業退

職金共済制度からの給付金で充当しています。なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当

金及び退職給付費用を計算しております。

 
2　簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

退職給付引当金の期首残高 15,592 15,144

退職給付費用 744 3,907

退職給付の支払額 △1,191 △752

退職給付引当金の期末残高 15,144 18,300
 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

（単位：千円）

 
前事業年度

(2021年5月31日)
当事業年度

(2022年5月31日)

非積立型制度の退職給付債務 182,721 203,695

中小企業退職金共済制度による支給見込額 △167,576 △185,394

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 15,144 18,300
 

 
(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　前事業年度744千円　当事業年度3,907千円

 
3　確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度19,332千円　当事業年度19,954千円であります。

 
 

(ストック・オプション等関係)

1　ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

当社は、ストック・オプションの付与時点においては未公開企業であり、ストック・オプション等の単位当たり

の本源的価値は零のため、費用計上はしておりません。
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2　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

決議年月日 2020年5月20日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役6
当社従業員54

株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　433,850

付与日 2020年5月21日

権利確定条件

新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監
査役、従業員、顧問、社外協力者の地位又はこれに準じた地位を有していな
ければならない。
ただし、取締役及び監査役の任期満了による退任又は従業員の定年退職の場
合、又は取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。
その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した
「第1回新株予約権割当契約書」で定めるところによる。

対象勤務期間 対象期間の定めなし。

権利行使期間 2022年3月14日～2030年3月13日
 

(注) 株式数に換算して記載しております。なお、2020年10月15日付で普通株式1株につき5株の割合で株式分割を行っ

ているため、当該株式分割による調整後の株数を記載しております。

 
(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

決議年月日 2020年5月20日

権利確定前（株）  

　前事業年度末 430,950

　付与 －

　失効 2,900

　権利確定 428,050

　未確定残 －

権利確定後（株）  

　前事業年度末 －

　権利確定 428,050

　権利行使 147,150

　失効 －

　未行使残 280,900
 

(注) 株式数に換算して記載しております。なお、2020年10月15日付で普通株式1株につき5株の割合で株式分割を行っ

ているため、当該株式分割による調整後の株数を記載しております。

 
② 単価情報

　決議年月日 2020年5月20日

　権利行使価格（円） 92

　行使時平均株価（円） 898

　付与日における公正な評価単価（株) －
 

(注) 2020年10月15日付で普通株式1株につき5株の割合で株式分割を行っているため、当該株式分割による調整後の価

格を記載しております。
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3　ストック・オプションの公正な評価方法の見積方法

付与日における当社株式は、未公開企業であったためストック・オプションの公正な見積単価を合理的に見積る

ことができないことから、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプションの

評価単価としております。

また、単位当たりの本源的見積り方法はDCF法によっております。なお、算定の結果、株式の評価額が新株予約権

の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値は零となり、ストック・オプションの公正な評価単価も

零と算定しております。

 
4　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

 

5　ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計

額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

 
(1) 当事業年度末における本源的価値の合計額

　210,955千円

 
(2) 当事業年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　119,056千円

 
 

(税効果会計関係)

1　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

 
前事業年度

(2021年5月31日)
 

当事業年度
(2022年5月31日)

繰延税金資産    

退職給付引当金 4,613  5,574

賞与引当金 61,972  55,857

役員退職慰労引当金 40,378  18,569

減損損失 159,843  135,372

　税務上の繰越欠損金 (注) 190,899  157,012

資産除去債務 8,964  9,490

棚卸資産評価損 16,619  5,804

未払事業税 7,294  3,460

その他 36,566  40,653

繰延税金資産小計 527,153  431,796

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 (注) △174,232  △72,142

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △184,231  △123,109

評価性引当額小計 △358,464  △195,251

繰延税金資産合計 168,689  236,544

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △6,312  △4,233

その他 △730  △875

繰延税金負債合計 △7,042  △5,108

繰延税金資産純額 161,646  231,436
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(注) 1.評価制引当額が163,213千円減少しております。この減少の主な内容は、繰延税金資産の回収可能性を判断す

る際、会社分類を変更したことに伴うものであります。

2.税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（2021年5月31日）

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) － 148,225 2,994 23,985 － 15,693 190,899千円

評価性引当額 － △131,558 △2,994 △23,985 － △15,693 △174,232千円

繰延税金資産 － 16,667 － － － － (b) 16,667千円
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金190,899千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産16,667千円を計上し

ております。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得見込により回収可能と判

断し評価性引当額を認識しておりません。

 
当事業年度（2022年5月31日）

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超 合計

税務上の繰越欠損金(c) 114,338 2,994 23,985 － 15,693 － 157,012千円

評価性引当額 △72,142 － － － － － △72,142千円

繰延税金資産 42,195 2,994 23,985 － 15,693 － (d) 84,869千円
 

(c) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(d) 税務上の繰越欠損金157,012千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産84,869千円を計上し

ております。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、将来の課税所得見込により回収可能と判

断し評価性引当額を認識しておりません。

 
2　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
 

前事業年度
(2021年5月31日)

 
当事業年度

(2022年5月31日)

法定実効税率 30.5％  30.5％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％  0.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1％  △0.0％

住民税均等割 1.0％  0.5％

評価性引当額の増減 △22.7％  △38.3％

その他 0.0％  0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.5％  △7.2％
 

 
 

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

 

(1) 当該資産除去債務の概要

つくば工場の建物及び建物付属設備におけるアスベスト撤去費用であります。

 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

金利の影響額が軽微であるため、割引計算を実施せず、合理的に見積もられた金額を資産除去債務に計上して

おります。
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(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

期首残高 26,227千円 26,227千円

資産除去債務の履行による減少額 －千円 －千円

期末残高 26,227千円 26,227千円
 

 

 
(収益認識関係)

1　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自 2021年6月1日　至 2022年5月31日）

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
医薬品事業 健康食品事業 化学品事業 計

　医薬品合成・精製等 1,449,338 － － 1,449,338 1,449,338

　輸入原薬 1,297,324 － － 1,297,324 1,297,324

　健康食品 － 823,998 － 823,998 823,998

　イオン交換樹脂・分離膜 － － 964,965 964,965 964,965

　水処理装置 － － 147,197 147,197 147,197

　化学品受託加工 － － 451,342 451,342 451,342

　その他 166,547 － 380,384 546,931 546,931

顧客との契約から生じる収益 2,913,210 823,998 1,943,889 5,681,099 5,681,099

外部顧客への売上高 2,913,210 823,998 1,943,889 5,681,099 5,681,099
 

 
2　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

重要な会計方針の「4　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

なお、当社の顧客との契約から生じる収益に関して、全セグメント共通で取引価格は顧客との契約に基づいた対

価で算定しており、取引の対価に金融要素は含んでおりません。

 
3　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

 当事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 1,600,715

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,686,138

契約資産(期首残高) －

契約資産(期末残高) 17,497

契約負債(期首残高) 14,604

契約負債(期末残高) 29,942
 

貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は受取手形、電子記録債権及び売掛金に含まれております。

当事業年度に認識された収益について、期首時点で契約負債に含まれていた金額は12,260千円であります。

また、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額に重要性はありません。

 
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社は、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関

する情報の記載を省略しております。なお、当履行義務は、水処理装置の販売設置契約に関するものでありま

す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はなく、対価について重

大な金融要素は含んでおりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

1　報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業形態別に「医薬品事業」、「健康食品事業」、「化学品事業」の3つを報告セグメントとしており

ます。

 

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「医薬品事業」は、主に医薬品原薬の製造及び販売、輸出入をしております。

「健康食品事業」は、主に健康食品の製造及び販売をしております。

「化学品事業」は、主にイオン交換樹脂の再生処理及び純水製造装置等の製造及び販売、電子部品材料の製造

及び加工・販売をしております。

 

2　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

また、会計の方針の変更に記載のとおり、当事業年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関す

る会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を変更しております。

当該変更により従来の方法に比べて、当事業年度の「化学品事業」の売上高は17,497千円増加しましたが、同額

の売上原価を計上したため、セグメント利益への影響はありません。

 

3　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自　2020年6月1日　至　2021年5月31日)

      (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額

(注)1

財務諸表
計上額
(注)2医薬品事業 健康食品事業 化学品事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 2,487,426 799,637 1,655,899 4,942,963 － 4,942,963

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － － －

計 2,487,426 799,637 1,655,899 4,942,963 － 4,942,963

セグメント利益又は損失
（△）

474,655 △44,182 △61,137 369,336 － 369,336

セグメント資産 1,732,990 375,981 1,195,342 3,304,314 1,308,010 4,612,324

その他の項目       

　減価償却費 35,405 21,810 67,106 124,322 － 124,322

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加額

16,319 4,322 14,621 35,263 － 35,263
 

(注) 1.セグメント資産の調整額1,308,010千円は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産

は、主に余資運用資金（現金及び預金）、繰延税金資産等であります。

2.セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。
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当事業年度(自　2021年6月1日　至　2022年5月31日)

      (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額

(注)1

財務諸表
計上額
(注)2医薬品事業 健康食品事業 化学品事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 2,913,210 823,998 1,943,889 5,681,099 － 5,681,099

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － － －

計 2,913,210 823,998 1,943,889 5,681,099 － 5,681,099

セグメント利益又は損失
（△）

451,906 1,238 △15,803 437,341 － 437,341

セグメント資産 1,976,938 398,913 1,155,203 3,531,054 1,267,016 4,798,071

その他の項目       

　減価償却費 35,609 10,840 54,784 101,233 － 101,233

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加額

58,211 116,314 38,816 213,342 － 213,342
 

(注) 1.セグメント資産の調整額1,267,016千円は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産

は、主に余資運用資金（現金及び預金）、繰延税金資産等であります。

2.セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自　2020年6月1日　至　2021年5月31日)

1　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

2　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

3　主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

不二化学薬品株式会社 1,210,683 医薬品事業
 

 

当事業年度(自　2021年6月1日　至　2022年5月31日)

1　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

2　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 
3　主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

EDINET提出書類

室町ケミカル株式会社(E36350)

有価証券報告書

66/80



顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

不二化学薬品株式会社 991,981 医薬品事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　2020年6月1日　至　2021年5月31日)

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
医薬品事業 健康食品事業 化学品事業 計

減損損失 － 136,633 － 136,633 － 136,633
 

 

当事業年度(自　2021年6月1日　至　2022年5月31日)

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 
 
(関連当事者情報)

1　関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

2　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 
 

(1株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

1株当たり純資産額 363.93円 450.37円

1株当たり当期純利益 65.24円 123.79円

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

56.97円 112.56円
 

(注)1.前事業年度における潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、当社は2021年2月26日に東京証券取引所

JASDAQ（スタンダード）に上場したため、上場日から前事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして

算定しております。
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   2.1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

1株当たり当期純利益   

  当期純利益(千円) 180,714 456,272

  普通株主に帰属しない金額(千円) － －

  普通株式に係る当期純利益(千円) 180,714 456,272

  普通株式の期中平均株式数(株) 2,769,791 3,685,714

   

潜在株式調整後1株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 402,266 367,881

(うち新株予約権(株)) (402,266) (367,881)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －
 

 
 3.1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2020年6月1日
至 2021年5月31日)

当事業年度
(自 2021年6月1日
至 2022年5月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,334,001 1,681,080

純資産の部から控除する金額(千円) － －

普通株式に係る期末純資産額(千円) 1,334,001 1,681,080

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の
数(株)

3,665,500 3,732,650
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
（千円）

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 801,258 24,157 3,736 821,679 468,215 29,796 353,463

　構築物 170,578 700 － 171,278 144,298 5,275 26,980

　機械及び装置 1,240,012 40,785 16,853 1,263,944 1,117,048 42,892 146,895

　車両運搬具 14,793 398 － 15,191 14,502 456 688

　工具、器具
　及び備品

271,565 10,930 8,890 273,606 253,649 12,515 19,956

　一括償却資産 1,653 2,771 2,000 2,424 － 2,000 2,424

　土地 260,431 － － 260,431 － － 260,431

　リース資産 7,530 － － 7,530 5,371 1,320 2,159

　建設仮勘定 5,220 177,552 87,717 95,054 － － 95,054

有形固定資産計 2,773,044 257,295 119,199 2,911,140 2,003,086 94,257 908,054

無形固定資産        

　ソフトウエア 108,919 12,398 3,800 117,518 99,388 6,976 18,129

　ソフトウエア
　仮勘定

－ 35,790 13,888 21,902 － － 21,902

無形固定資産計 108,919 48,189 17,688 139,420 99,388 6,976 40,031

長期前払費用 7,148 24,640 11,321 20,467 － 3,936 20,467
 

(注) 1.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 本社工場 異物検査装置 10,600千円

建物 本社工場 健食工場自動化建屋改修工事 8,342千円

建設仮勘定 本社工場 健食工場製造設備自動化 90,000千円
 

2.当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 本社工場 殺菌装置 14,702千円
 

 
【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 850,000 700,000 0.902 －

1年内返済予定の長期借入金 202,480 202,480 0.883 －

1年内返済予定のリース債務 1,452 838 － －

長期借入金(1年内返済予定のものを
除く)

985,560 783,080 0.883 2023年～2025年

リース債務(1年内返済予定のものを
除く)

2,374 1,536 － 2023年～2025年

合計 2,041,866 1,687,934 － －
 

(注) 1.「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

2.リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額をリース債務総額に含める方法を採用

しているため、記載しておりません。

3.長期借入金及びリース債務(1年内返済予定のものを除く)の決算日後5年内における1年ごとの返済予定額の総

額

区分
1年超2年以内

(千円)
2年超3年以内

(千円)
3年超4年以内

(千円)
4年超5年以内

(千円)

長期借入金 165,880 617,200 － －

リース債務 838 698 － －
 

 
【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 203,458 183,383 203,458 183,383

役員退職慰労引当金 132,565 12,400 84,000 60,965
 

 
【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第125条の2の規定により記載を省略してお

ります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 135

預金  

当座預金 861,854

普通預金 3,372

定期預金 －

計 865,226

合計 865,361
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② 受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ジーベンケミカル株式会社 39,457

日本バルク薬品株式会社 26,768

株式会社エース・トレーディング 18,826

株式会社セラリカ野田 13,612

株式会社昌平 13,295

その他 47,479

合計 159,439
 

 

期日別内訳

期日 金額(千円)

2022年6月満期 52,488

2022年7月満期 23,128

2022年8月満期 34,116

2022年9月満期 46,253

2022年10月満期 3,451

合計 159,439
 

 

③ 電子記録債権

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

不二化学薬品株式会社 281,367

東和薬品株式会社 128,163

株式会社ディスコ 23,616

雪印メグミルク株式会社 17,644

東和電気株式会社 13,683

その他 98,079

合計 562,555
 

 
期日別内訳

期日 金額(千円)

2022年6月満期 122,335

2022年7月満期 159,481

2022年8月満期 143,326

2022年9月満期 134,147

2022年10月満期 3,264

合計 562,555
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④ 売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

キョーリンリメディオ株式会社 171,019

不二化学薬品株式会社 164,436

協和キリン株式会社 158,296

中山商事株式会社 38,445

東和薬品株式会社 37,400

その他 394,545

合計 964,143
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)

 
(Ａ)

当期発生高
(千円)

 
(Ｂ)

当期回収高
(千円)

 
(Ｃ)

当期末残高
(千円)

 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 2  
 (Ｂ)  
 365  

 

829,310 6,095,930 5,961,097 964,143 86.1 53.7
 

 

⑤ 商品及び製品

区分 金額(千円)

商品  

輸入原薬 249,905

その他 12,948

計 262,854

製品  

医薬品合成・精製関連 125,734

ゼリー 56,619

イオン交換樹脂 14,713

受託加工品 9,261

その他 1,559

計 207,888

合計 470,743
 

 

⑥ 仕掛品

品名 金額(千円)

ゼリー 14,331

分離膜・水処理装置 764

イオン交換樹脂 7,373

受託加工品 5,370

その他 506

合計 28,347
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⑦ 原材料及び貯蔵品

区分 金額(千円)

原材料  

原料 350,291

材料 29,464

計 379,756

貯蔵品  

パンフレット他 484

計 484

合計 380,241
 

 

⑧ 支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社三協 17,156

株式会社理経 14,174

和洸エンジニア株式会社 2,286

株式会社オーデック 2,100

エース技研株式会社 895

その他 5,203

合計 41,818
 

 

期日別内訳

期日 金額(千円)

2022年6月満期 7,229

2022年7月満期 16,084

2022年8月満期 13,315

2022年9月満期 5,188

合計 41,818
 

 

 
⑨ 電子記録債務

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

メディパルフーズ株式会社 18,501

福岡酸素株式会社 12,077

株式会社JCU 11,338

清水産業株式会社 10,236

大日本印刷株式会社 7,741

その他 71,597

合計 131,492
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期日別内訳

期日 金額(千円)

2022年6月満期 35,698

2022年7月満期 21,076

2022年8月満期 49,650

2022年9月満期 25,067

合計 131,492
 

 

⑩ 買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

Katwijk Chemie bv. 252,749

Changzhou Kony Pharmaceutical 71,656

大石化成株式会社 60,452

科研ファルマ株式会社 53,656

日産化学株式会社 28,922

その他 196,792

合計 664,230
 

 
⑪ 短期借入金

区分 金額(千円)

株式会社福岡銀行 127,272

株式会社三菱UFJ銀行 212,121

株式会社みずほ銀行 148,484

株式会社西日本シティ銀行 148,484

株式会社商工組合中央金庫 63,636

合計 700,000
 

 
⑫ 長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む）

区分 金額(千円)

株式会社福岡銀行 800,000

株式会社日本政策金融公庫 185,560

合計 985,560
 

 
(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

(累計期間) 第1四半期 第2四半期 第3四半期 当事業年度

売上高 (千円) 1,328,244 2,807,947 4,087,743 5,681,099

税引前四半期(当期)
純利益

(千円) 170,397 323,655 354,302 425,603

四半期(当期)純利益 (千円) 122,312 261,906 299,737 456,272

1株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 33.37 71.35 81.55 123.79
 

 
(会計期間) 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

1株当たり
四半期純利益

(円) 33.37 37.97 10.26 42.13
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 毎年6月1日から翌年5月31日まで

定時株主総会 毎年8月

基準日 毎年5月31日

剰余金の配当の基準日
毎年5月31日
毎年11月30日

1単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行
います。
当社の公告掲載URLは次のとおりです。
https://www.muro-chem.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない旨、定款に定めております。

(1) 会社法第189条第2項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

 

 
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

第75期(自　2020年6月1日　至　2021年5月31日)　2021年8月27日福岡財務支局長に提出

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2021年8月27日福岡財務支局長に提出

 
(3) 四半期報告書及び確認書

第76期第1四半期(自　2021年6月1日　至　2021年8月31日)　2021年10月15日福岡財務支局長に提出

第76期第2四半期(自　2021年9月1日　至　2021年11月30日)　2022年1月14日福岡財務支局長に提出

第76期第3四半期(自　2021年12月1日　至　2022年2月28日)　2022年4月14日福岡財務支局長に提出

 
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づく

臨時報告書　2021年8月30日福岡財務支局長に提出

 
(5) 自己株券買付状況報告書

2022年3月1日、2022年4月1日、2022年5月6日　福岡財務支局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

2022年8月25日
 

 

室町ケミカル株式会社

取　締　役　会　御中
 

 

　

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

福　岡　事　務　所
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増　　村　　正　　之  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮　　嵜　　　 健  

 

 
監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る室町ケミカル株式会社の2021年6月1日から2022年5月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、室町ケ

ミカル株式会社の2022年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は当事業年度の貸借対照表において繰延税金資産

231,436千円を計上しており、総資産の4.8％を占めてい

る。注記事項（税効果会計関係）に記載のとおり、当該

繰延税金資産の繰延税金負債との相殺前の金額は

236,544千円であり、将来減算一時差異及び税務上の繰

越欠損金に係る繰延税金資産の総額431,796千円から評

価性引当額195,251千円を控除している。これに関連

し、当事業年度の損益計算書において法人税等調整額△

67,710千円を計上しており、当期純利益の14.8％を占め

ている。

 
繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回収

可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第26号）に示されている会社分類の妥

当性、将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異等の

解消見込年度のスケジューリング等に基づき判断されて

いる。このうち、将来の課税所得の十分性については、

会社が作成する事業計画に基づいているが、当該計画

は、販売数量及び販売価格の予測、製品原価の予測、市

況に対する予測、新型コロナウイルス感染症の影響等に

ついて経営者の重要な判断と見積りの要素を伴うもので

ある。

 
このように、経営者による繰延税金資産の回収可能性

に関する判断が、当事業年度の財務諸表監査において特

に重要であることから、当監査法人は当該領域を「監査

上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

 

当監査法人は、経営者による繰延税金資産の回収可能

性に関する判断の妥当性を評価するため、将来の課税所

得の見積りの基礎となる事業計画について経営者に質問

し、その内容を理解するとともに、事業計画の各要素に

ついて以下の手続を実施した。

・2023年5月期以降の販売数量及び販売価格が、2022年

5月期以前の実績と比較して大きく増加しているもの

について、事業の責任者とディスカッションを実施

したうえで、注文書、フォーキャスト、営業担当者

の商談メモ等を閲覧することで、経営者による仮定

の合理性を確かめた。

・2023年5月期以降の製品原価について、2022年5月期

以前の実績と比較して合理的な水準にあるかどうか

を確かめた。特に、2023年5月期以降の利益獲得に貢

献する新製品について、事業計画上の原価を過去に

販売実績がある類似品と比較する等により、その見

積りの合理性を確かめた。

・市況に対する予測について、会社の属する業界のア

ナリティクスレポート等、会社以外の情報源との整

合性を確かめた。

・新型コロナウイルス感染症による影響について、

2021年5月期以前における影響や、見積り時点である

2022年5月末の市況及び物流の状況を把握したうえ

で、翌事業年度以降の事業計画に反映されているか

を確かめた。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容

の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) 1.上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

2.XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

室町ケミカル株式会社(E36350)

有価証券報告書

80/80


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２事業等のリスク
	３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの概要
	(2)役員の状況
	(3)監査の状況
	(4)役員の報酬等
	(5)株式の保有状況


	第５経理の状況
	１財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	製造原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

	⑤附属明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

